
○ Ｉ Ｔ 関 係  

・ 情 報 シ ス テ ム に 関 す る 政 府 調 達 制 度 の 改 善 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  １  

・ 光 ケ ー ブ ル 敷 設 時 の 手 続 の 簡 素 化 (包 括 手 続 対 応 の 検 討 )・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ２  

・ 電 子 決 済 業 務 の 制 度 整 備 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ３  

・ 通 信 事 業 者 に よ る 放 送 コ ン テ ン ツ 配 信 に 関 す る 著 作 権 法 上 の 権 利 処 理 の  

簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ４   

・ 法 的 枠 組 み ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ５  

・ 消 費 者 の 保 護 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ６  

・ 電 子 商 取 引 の 促 進 (電 子 署 名 )・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ７  

・ ネ ッ ト ワ ー ク セ キ ュ リ テ ィ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ８  

・ 電 子 政 府 の 推 進 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ９  

 

○ 環 境 関 係  

・  リ サ イ ク ル 施 設 と し て の ご み 炭 化 施 設 の 認 定 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 0  

・  容 器 包 装 の リ サ イ ク ル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 1  

・  産 業 廃 棄 物 の 多 量 排 出 事 業 者 に よ る 報 告 等 の 簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 2  

・  排 ガ ス 中 の ダ イ オ キ シ ン 測 定 方 法 の 簡 素 化 （ 新 た な 測 定 方 法  

の 追 加 指 定 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 3  

・  県 を ま た が る 事 業 所 に お け る 工 場 立 地 法 の 緑 地 の 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 4  

・  火 力 発 電 の 立 地 に 係 る 環 境 影 響 評 価 手 続 の 簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 5  

・  デ ポ ジ ッ ト 制 の 導 入 、 容 器 包 装 の リ サ イ ク ル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 6  

・ 地 球 温 暖 化 問 題 に 係 る 各 種 施 策 の 評 価 ･ 分 析 ， 経 済 的 措 置 に 係 る  

議 論 の 一 本 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 7  

・ ガ ス パ イ プ ラ ン の 埋 設 深 度 規 制 の 検 討 に 係 る 留 意 事 項  

（ 安 全 確 保 等 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 8  

・ 工 場 立 地 法 に 係 わ る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  1 9  

・ 工 場 立 地 法 に 係 わ る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 0  

・ ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー 自 動 車 普 及 事 業 の 対 象 者 除 外 規 定 の 見 直 し ・ ・ ・ ・  2 1  

・ 容 器 包 装 の リ サ イ ク ル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 2  

・ Ｍ Ｓ Ｄ Ｓ に 記 載 す る 第 一 種 指 定 化 学 物 質 等 の 含 有 量 表 示 の 見 直 し ・ ・ ・  2 3 

・ 化 学 物 質 の 規 制 、 法 令 等 の 統 一 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 

・ 化 学 物 質 の 審 査 及 び 製 造 等 の 規 制 に 関 す る 法 律 の 適 用 除 外 に  

 関 す る こ と ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 

・ 燃 料 電 池 の 推 進 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 

・ 自 動 車 リ サ イ ク ル 法 （ 仮 称 ） の 制 定 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8  

 

○ 基 準 認 証 関 係  

・ ポ ル ト ラ ン ド セ メ ン ト の 規 格 の 条 件 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 

・ 国 外 適 合 性 評 価 事 業 の 実 施 体 制 に 関 す る 実 地 調 査 機 関 の 公 正  

中 立 制 の 確 保 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 0  

・ グ ル ー プ 企 業 の 海 外 現 地 法 人 と の 技 術 情 報 の 共 有 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 1  



・ 輸 出 管 理 に 係 る 規 制 体 系 の 簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 2  

・ 補 完 的 輸 出 規 制 対 象 地 域 の 削 減 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 3  

・ 補 完 的 輸 出 規 制 対 象 地 域 の 削 減 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 4  

・ 行 政 手 続 法 の 適 用 除 外 の 撤 廃 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 5  

・ 輸 出 貿 易 管 理 令 第 ５ 条 「 許 可 を 要 し な い も の 」 に 関 す る 確 認 の 廃 止 ・ ・  3 6  

・ 32 ビ ッ ト 未 満 の 「 電 子 計 算 機 」 の 輸 出 規 制 対 象 か ら の 除 外 ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 7  

・ 軍 用 の 定 義 の 明 確 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 8  

・ コ ン プ ラ イ ア ン ス ･ プ ロ グ ラ ム の 届 出 制 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3 9  

・ 市 販 さ れ て い な い 暗 号 製 品 に 関 す る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 0  

・ 一 般 包 括 輸 出 許 可 に お け る 「 そ の 他 の 軍 事 用 途 規 制 」 に 関 す る  

規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 1  

・ 再 移 転 規 制 に 関 す る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 2  

・ 輸 出 貿 易 管 理 令 別 表 第 2 に 関 す る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 3  

・ 輸 出 管 理 規 制 の 事 前 照 会 手 続 の 徹 底 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 4  

・ 性 能 規 定 化 に お け る 電 気 用 品 技 術 基 準 と し て の Ｊ Ｉ Ｓ の 引 用 ・ ・ ・ ・ ・ ・   4 5  

・ 電 気 用 品 の 型 式 区 分 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 6  

・ 電 気 用 品 の 型 式 区 分 に 基 づ く 表 示 禁 止 命 令 発 動 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 7  

・ 電 気 用 品 の 表 示 方 法 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 8  

・ 電 気 用 品 安 全 法 非 対 象 品 に 組 み 込 む 電 気 用 品 の 指 定 解 除 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  4 9  

・ 機 器 と 一 体 的 に 使 用 さ れ て い る 直 流 電 源 部 の 特 定 電 気 用 品 以 外 へ の  

移 行 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 0  

・ 海 外 へ の 土 産 用 電 気 用 品 の 例 外 承 認 申 請 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 1  

・ 電 気 用 品 安 全 法 か ら 電 設 資 材 の 除 外 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 2  

・ 電 気 用 品 技 術 基 準 か ら 電 波 妨 害 規 制 の 削 除 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 3  

・ Ｃ Ｉ Ｓ Ｐ Ｒ 規 格 の 国 内 規 格 化 審 議 体 制 の 一 元 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 4  

・ 家 庭 用 品 品 質 表 示 法 か ら 電 気 機 械 器 具 の 除 外 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 5  

・ 非 高 分 子 系 新 規 化 学 物 質 届 出 時 の 魚 体 を 用 い た 濃 縮 度 試 験 の  

見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 6  

・ 貿 易 一 般 保 険 包 括 保 険 制 度 の 改 善 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 7  

・ 地 域 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 支 援 単 位 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 8  

・ エ チ ル ア ル コ ー ル 輸 入 関 税 引 き 下 げ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  5 9  

・ 輸 出 許 可 取 得 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 0  

・ 外 国 試 験 ･ 検 査 機 関 の 承 認 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 1  

・ 繊 維 製 品 の 輸 入 関 税 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 2  

・ 輸 出 貿 易 管 理 令 別 表 第 1 の 各 項 目 に お け る 規 制 基 準 の 統 一 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 3  

 

○ 資 格 制 度 関 係  

・ マ イ ク ロ ガ ス タ ー ビ ン の 導 入 に 関 す る 資 格 要 件 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 4  

・ 電 気 工 事 士 定 期 講 習 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 5  

・ 電 気 主 任 技 術 者 の 不 選 任 承 認 制 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 6  

・ 弁 理 士 資 格 取 得 の 容 易 化 ･ 業 務 独 占 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 7  



・ ボ イ ラ ー ・ タ ー ビ ン 主 任 技 術 者 省 略 の 措 置 に つ い て ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 8 

 

○ 法 務 関 係  

・ 工 場 立 地 法 に 係 る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  6 9 

 

○ 金 融 関 係  

・ 特 定 債 権 法 の 廃 止 ･ 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 0  

・ 「 バ ン ク カ ー ド 」 で の リ ボ ル ビ ン グ 方 式 及 び 総 合 方 式 に よ る 割 賦 購 入  

あ っ せ ん の 解 禁 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 1  

・ ｢ 契 約 成 立 時 交 付 書 面 ｣ の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 7 2  

・ 主 務 官 庁 へ の 届 出 等 の 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 3  

・ 書 類 の 閲 覧 に つ い て の 制 限 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 4  

・ 商 品 フ ァ ン ド 法 に お け る ｢ 従 た る 運 用 ｣ の 制 限 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 5  

・ 商 品 投 資 顧 問 業 者 以 外 へ の 投 資 一 任 の 禁 止 に つ い て の 措 置 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 6  

 

○ 教 育 ・ 研 究 関 係  

・  マ ッ チ ン グ フ ァ ン ド の 創 設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 7  

・  企 業 と 大 学 の 相 互 理 解 促 進 の 場 構 築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 8  

・  産 学 官 連 携 に お け る 知 的 財 産 権 の 扱 い 、 産 学 官 連 携 に お け る 明 確 な  

契 約 関 係 の 構 築 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  7 9  

 

○ 医 療 関 係  

・ 化 審 法 に お け る 医 薬 品 中 間 物 に 係 る 規 制 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  8 0  

・ 化 学 物 質 の 審 査 及 び 製 造 等 の 規 制 に 関 す る 法 律 の 適 用 除 外 に  

関 す る こ と ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  8 1  

・ 遺 伝 子 関 係 の 特 許 範 囲 の 明 確 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  8 2  



 1

【様式】                            【総務省・経済産業省・財務省】 

①分   野 ＩＴ関係  ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項     目 情報システムに関する政府調達制度の改善 

④意見・要望等

の内容 

 
 

 

ｱ､ 総合評価方式の改善（加算方式を導入し、省庁毎の評価点基準を統一する。） 

ｲ、情報システム開発の価格を評価する際には、初年度だけでなく、ライフサイクルコスト 

全体のコストを評価対象として採用する。 
ｳ､落札結果全て（入札参加者全員の入札額・総合評価点数・経緯等）をインターネット上 

で開示する。 

⑤関 係 法 令 なし ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

ｱ､「日本の公共部門のコンピュータ製品及びサービスの調達への総合評価落札方式の導入

について」（平 7.3.27 ｱｸｼｮﾝ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実行推進委員会）において総合評価落札方式の導
入が決定されている。 

ｲ､「日本の公共部門のコンピュータ製品及びサービスの調達に関する措置について」（平
４．１．２０アクション・プログラム実行推進委員会）において、入札の評価について

「ライフサイクルコストに基づいて行うことができる。」とされている。 

ｳ、「国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める省令」（昭５５．１１．１８大蔵
省令４５）第７条の２に基づき落札結果について公示するなどの措置が講じられている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

ｱ､「改革工程表」（平成 13 年 9 月 21 日経済財政諮問会議決定）（ＩＴ分野Ⅲ-(2)）「情

報システムに係る政府調達制度の見直し（ソフトウェア開発プロセス改善・評価指標の
導入等）を図る。」 

ｲ､「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画、ｅ－Ｊａｐａｎ２００２プログラムの加速・前倒し（ＩＴ

関連構造改革工程表）」（平成 13 年 11 月 7 日ＩＴ戦略本部報告）（4-(1)）「情報シス
テムに係る政府調達制度の見直し（ソフトウェア開発プロセス改善・評価指標の導入等）

を図る。」 
 

⑨対応の状況  ■ 措置済･措置予定     □検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

□ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 

   ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：平成 14 年度中 ） 
 

 

 
    

（説明）  

 

「情報システムに係る政府調達制度の見直しについて」（平成 14 年 3 月 28 日、情報システムに係る政
府調達府省連絡会議了承）に基づき、2002 年度から、各府省において、ライフサイクルコストベースでの

価格評価、総合評価落札方式における加算方式の導入、入札結果等に係る情報の公表の促進を図ることと
している。 

 

 
 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 総務省行政管理局行政情報システム企画課、経済産業省商務情報政策局情報処理振興
課、財務省主計局法規課 

 



 2

【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 ＩＴ関係  
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項     目 光ケーブル敷設時の手続きの簡素化（包括手続き対応の検討） 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

個別項目ごとの許認可ではなく、包括手続き対応の検討（例えば県レベルで一括対応窓口）
を設けて頂きたい 

 
 

⑤関 係 法 令 なし 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

現行制度なし 
 

 
 

 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

該当なし 
 

 
 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）当省としては、光ファイバー敷設のための電柱利用についての許認可権限を有していない。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
  

 資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 ＩＴ関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 
 

③項   目 電子決済業務の制度整備  
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 

 電子上本人であることの一意性の確保、安心して利用できる強固なセキュリティの確保
等、安全な EC の利用環境を制度的観点で整備する必要がある。（関西経済連合会） 

 

⑤関 係 法 令 電子署名及び認証業務に関する法律 ⑥共管 総務省、法務省 

⑦制度の概要 
 

 

 

電子署名が行われた電磁的記録の真正な成立の推定、電子署名の認証業務に対する任意
的な認定制度の導入等を規定した『電子署名及び認証業務に関する法律（以下「電子署名

法」という）』が平成１３年４月１日より施行されたところ。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

該当なし 

 
 

 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：平成１３年４月 ）    

（説明） 
電子署名法では、電磁的記録に記録された情報について、本人による一定の電子署名がなされているとき

は、真正に成立したものと推定する規定が設けられた。また、特定認証業務の認定制度（任意的認定制度）
が導入され、認証業務における本人確認等の信頼性を判断する目安が提供されることで安全な電子商取引を

利用する環境整備がなされたところである。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 商務情報政策局 情報セキュリティ政策室 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 ＩＴ関係  ②意見･要望提出者 日本労働組合総連合会 

③項     目 通信事業者による放送コンテンツ配信に関する著作権法上の権利処理の簡素化 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

 放送コンテンツの高速インターネットによる配信を普及・促進するため、著作権者及び

著作隣接権者の権利を保護しつつ、放送事業者が保有する放送コンテンツを通信事業者が
配信する際の著作権法上の権利処理の簡素化を進める。 

 
 

 

 
 

⑤関 係 法 令 なし 

 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

平成１４年度予算でコンテンツＩＤ・権利処理システム（コンテンツ毎に固有のＩＤを
付与し、当該コンテンツの出所や権利情報を検索可能とするシステム）の開発及び実証実

験を行う予定。 

 
 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

【規制改革推進３か年計画・ＩＴウ⑰】 
 コンテンツ取引やクリエイターに対する報酬等に関する現状と問題点を整理した上で、

コンテンツ市場における競争政策の在り方を検討するとともに、コンテンツに関する標準

契約書案の策定など製作・流通等に係るルールの確立のための方策を講ずる。 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：平成１４年度から実施予定） 
 

（説明）  

 コンテンツの円滑な流通のためには、コンテンツ毎に権利情報が明確にされていること

が不可欠であり、また、その権利情報は、通信事業者等のコンテンツ利用者が容易に知り

うる状態であることが肝要である。このため、個別のコンテンツ毎に権利情報等をデータ

ベース化し、個別IDによる管理及び検索サービスを行うシステムの開発・実証実験を行う。 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
  

経済産業省 商務情報政策局 文化情報関連産業課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 ＩＴ関係 
 

②意見･要望提出者 米国政府 

③項      目 法的枠組み 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

消費者信用、医療、およびその他の分野における電子取引を可能にするため、対面主義、
書面主義、日本における店舗設置や、その他、電子商取引を妨げる要件を課す現在の法律

や規制を引き続き見直し、修正を加える。 
 

 

 
 

 

⑤関 係 法 令 「書面の交付等に関する情報通信の技術

の利用のための関係法律の整備に関する
法律」 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

民－民間において書面の交付、書面による手続を義務づけている法律５０本について、従

来の手続に加え電子手段によることも認められるようにする。 
 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

規制改革３カ年計画 

電子商取引の促進のための既存制度の見直し 

 
対面行為の義務付け、事業所･人員などの必置規制、書類保存義務など、電子商取引の成長

を妨げる既存の法律や規制の改定について検討する。 
 

 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

民－民間において書面の交付、書面による手続を義務づけている法律について、従来の手続に加え電子的
手段によることも認められるようにするための法「書面の交付等に関する情報通信の技術利用のための関係

法律の整備に関する法律」を制定し、 平成１３年４月１日に施行したところである。 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

商務情報政策局 情報経済課 
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【様式】                                 【 経済産業省  】 

①分   野 ＩＴ関係 
 

②意見･要望提出者 米国政府 

③項    目 消費者の保護 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

  オンライン取引において高水準の消費者の信用を維持するため、日本政府が、民間企業
による消費者保護と、消費者の論争を解決するための自主規制的制度（裁判外紛争解決な

どのさらなる利用を含む）の開発を促進する手段を取るよう、米国政府は提案する。 
 

 

⑤関 係 法 令 なし 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

消費者が、信頼できるインターネット通信販売業者を選択することに役立てるため、一
定の基準（１年以上の事業継続、返品制度の導入等）を満たす事業者を認定してマークを

付与するオンライン・トラストマーク制度が民間レベルで運用されている。 
 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

該当無し。 

 
 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 
 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
  現在、日本政府は「骨太の方針（今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針）」（平

成１３年３月２６日閣議決定）に基づき、聖域無き構造改革を進めている。消費生活においても、規制を極

力撤廃し、事業者の自由な経済活動の範囲をできる限り広げ、競争環境の積極的な創造や市場監視のための
体制を充実させつつ、消費者・生活者本位の経済システムを実現するとともに、国民の安全を確保し、安心

して暮らせる社会を保障することとしている。 
 日本でもインターネット利用者と電子商取引の増加とともに消費者苦情相談も増加を続けている現状に鑑

み、電子商取引のさらなる発展を図る観点からも消費者の信頼を得るために消費者保護を図ることが重要と

認識している。そのため、日本政府は「骨太の方針」にも整合的に施策を進めており、①電子契約法等の民
事ルールを中心とした法整備を図るとともに、②消費者トラブルを防止する措置として民間団体等とも連携

しつつ消費者教育などの消費者への情報提供や啓発活動を促進する、③専門性の高い紛争や国際的な消費者
紛争の増加に対応して民間型ＡＤＲも含む簡便で多様なＡＤＲの整備に向けて環境整備を行う、など消費者

が安心して電子商取引を利用することができる環境を整備しているところ。 

 なお、民間型ＡＤＲについては、平成１３年１１月より、インターネット通販に係るＡＤＲの実証実験を
開始している。具体的には、電子商取引推進協議会（ＥＣＯＭ）内に、「ネットショッピング紛争相談室」

を設置して、実際に紛争処理を実施しているところ。本実証実験を踏まえ、本格的な運用体制について検討
中。 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
 

商務情報政策局 情報政策課 
        消費経済政策課  
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 ＩＴ関係 ②意見･要望提出者 米国政府 

③項   目 電子商取引の促進（電子署名） 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

 

電子署名法の実施に当たり中立的な技術の利用、政府の許認可が不要であることを要望

するとともに、電子認証形態の選択自由及び証拠能力、事業者間取引上の電子認証手段の
選択自由及び法的効果について確認を求める。 

 

⑤関 係 法 令 電子署名及び認証業務に関する法律 ⑥共管 総務省、法務省 

⑦制度の概要 

 

 
 

 

電子署名が行われた電磁的記録の真正な成立の推定、電子署名の認証業務に対する任意

的な認定制度の導入等を規定した『電子署名及び認証業務に関する法律（以下「電子署名

法」という）』が平成１３年４月１日より施行されたところ。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

該当なし 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 
□ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：平成１３年４月 ）    

（説明） 
電子署名法では、特定の技術に依らない技術的中立性に配意しており、民民間の契約に用いる認証技術に

ついては当事者間に委ねられ何ら規制は存在しない。そして、電子署名が付された電磁的記録は証拠として
法廷に提出することが可能である。我が国では、契約の成立に関する一般的な方式要件は存しないので、契

約の効力と用いられる電子認証技術の種類は関係がない。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 商務情報政策局 情報セキュリティ政策室 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 ＩＴ関係 ②意見･要望提出者 米国政府 

③項   目 ネットワークセキュリティ 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

 

電子商取引の成長にとって極めて重要な、インターネットの統合性を保護するための国

際協力について、米国は日本との協力を求める。例えば、日本と米国は、1992 年の経済協
力開発機構（OECD）の情報システムのセキュリティに関するガイドラインの見直しを、共

同で行うことができる。米国はまた、法律の執行や国家安全保障にとって重要な手段であ
る欧州評議会「サイバー犯罪条約」を日本が指示することを強く要望する。 

 

 

⑤関 係 法 令 該当なし 
 

⑥共管 内閣官房、外務省、総務省、法務省 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

該当なし 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

該当なし 

 

 
 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：平成１３年４月 ）    

 

（説明） 

 我が国もガイドライン見直しの作業に積極的に貢献するとの立場から、昨年９月に東京においてセキュリ
ティに関するワークショップをＯＥＣＤ及び情報処理振興事業協会と共同で開催した。また、同年１２月に

ワシントンで開催されたＩＣＣＰ／ＩＳＰの専門家会合における議論にも参加したところ。 
  

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 商務情報政策局 情報セキュリティ政策室 
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【様式】                            【総務省・経済産業省・財務省】 

①分   野 ＩＴ関係 ②意見･要望提出者 米国 

③項   目 電子政府の促進 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

 教育目的のＩＴ関連製品やサービスを含むＩＴ調達において、中央政府レベルのみなら

ず、県や地方自治体などでも解放的で透明度の高い競争を促進する。 

⑤関 係 法 令 なし ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 「日本の公共部門のコンピュータ製品及びサービスの調達に関する措置について」（平
成 4.1.20 アクション・プログラム実行推進委員会）において、無差別待遇、透明性及び

公正でかつ開かれた競争という原則に立脚した取引機会を拡大するための措置を実施する
とされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

ｱ､「改革工程表」（平成 13 年 9 月 21 日経済財政諮問会議決定）（ＩＴ分野Ⅲ-(2)）「情

報システムに係る政府調達制度の見直し（ソフトウェア開発プロセス改善・評価指標の

導入等）を図る。」 
ｲ､「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画、ｅ－Ｊａｐａｎ2002 プログラムの加速・前倒し（ＩＴ関連

構造改革工程表）」（平成 13 年 11 月 7 日ＩＴ戦略本部報告）（4-(1)）「情報システム
に係る政府調達制度の見直し（ソフトウェア開発プロセス改善・評価指標の導入等）を

図る。」 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定      □検討中     □ 措置困難    □ その他 
□ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 
 ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：平成 14 年度中） 

 

（説明）  

  「情報システムに係る政府調達制度の見直しについて」（平成 14 年 3 月 28 日、情報システムに係る政
府調達府省連絡会議了承）に基づき、2002 年度から、極端な安値落札などの問題の再発を防止し、質の高

い低廉な情報システムの調達を図ることとしている。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 総務省行政管理局行政情報システム企画課、経済産業省商務情報政策局情報処理振興

課、財務省主計局法規課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 リサイクル施設としてのごみ炭化施設の認定 
 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

炭化燃料のＪＩＳ化の検討を開始すべきである。 
 

 

 

⑤関 係 法 令 工業標準化法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

工業標準化法に基づき、鉱工業品の品質の改善、生産、使用、流通の合理化等を目的とし
て基本規格、方法規格、製品規格等ＪＩＳ規格の制定を行っている。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

該当なし 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 炭化燃料のＪＩＳ化については、技術の成熟度、業界の充実、データの蓄積等の諸条件についての情報を

収集した上で、規格の制定の必要性も含め、検討する必要がある。 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 産業技術環境局 リサイクル推進課 標準課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 容器包装のリサイクル 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 

 容器包装リサイクル法の品目区分等の見直し 

※紙製容器包装の品目区分は再商品化の方法、たとえば燃料化するのか、 
再資源化するのか等によって区分すべき。 

⑤関 係 法 令  容器包装リサイクル法 ⑥共管 厚生労働省、農林水産省、財務省、

環境省 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

○容器包装リサイクル法は、家庭ごみの中で相当な割合を占める容器包装廃棄物について
消費者は分別排出、市町村は分別収集、事業者は再商品化という新たな役割分担によっ

てリサイクルを進める制度として、平成９年４月から施行。 

○容器包装の品目区分としては、次のとおり。 
・分別収集及び再商品化の義務のあるもの 

ガラスびん（無色、茶色、その他の色に区分）、ペットボトル、その他の紙製容器包
装、その他のプラスチック製容器包装 

・分別収集されることで有償又は無償で引き取られるもので再商品化をする必要のな 

いもの 
  スチール缶、アルミ缶、飲料用紙製容器（原材料としてアルミニウムが利用されてい

るものは除く）、段ボール製容器包装 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 

 (3)個別事項 
 イ リサイクル・廃棄物 

⑨ ペットボトルを中心とした容器包装廃棄物のリサイクル率向上のための 

     総合的施策の検討 
 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：       ）  

   

（説明）  

  容器包装のリサイクルをより効果的に行うため、容器包装リサイクル法が当初の狙いどおり機能してい
るかについて、その効果を検証しつつ、関係機関と連携を図りながら改善すべき事項について検討を進め

ていく。 

  なお、容器包装の品目区分に係る主な検討事項等については次のとおり。 
  ・容器包装の再商品化に係る技術開発や再商品化施設の整備等の動向を踏まえた検討 

・容器包装廃棄物の回収段階での有価性の把握 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 産業技術環境局 リサイクル推進課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 環境 関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 
自動車工業会 

③項   目 産業廃棄物の多量排出事業者による報告等の簡素化 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

目的・内容が同様な報告書については、省庁間で調整し、できる限り一本化すべきである。 
 

 
 

⑤関 係 法 令 資源有効利用促進法（省令第５７号） 

 
 廃棄物処理法（第１２条７項、同８項、 

 第１２条の２第８項、同第９条） 

 愛知県公害防止条例（第４１条２－２） 
 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

特定省資源事業者は指定の様式の計画書を作成し、提出しなくてはならない。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  
 特定省資源事業者に求める計画書については、廃棄物処理法で定められている報告書とは、その目的、内

容が異なるため一本化することは困難である。 
 しかし、同一内容の事項について、計算方法等に相違が生じた場合には、各省庁間で統一化に向けて、必

要な調整を行ってまいりたい。 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 産業技術環境局 リサイクル推進課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 排ガス中のダイオキシン測定方法の簡素化（新たな測定方法の追加指定） 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

ダイオキシンの測定方法については、ＪＩＳ  Ｋ０３１１だけでなく、開発された、ある
いは今後開発される簡易な測定方法についても、適用可能なものは追加指定する方向で検

討すべきである。 
 

 

 
 

 

⑤関 係 法 令 工業標準化法 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

工業標準化法に基づき、鉱工業品の品質の改善、生産、使用、流通の合理化等を目的とし
て基本規格、方法規格、製品規格等ＪＩＳ規格の制定を行っている。 

 

 
 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

該当なし 

 
 

 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  
 ダイオキシン法では、排ガス中のダイオキシン類の測定やその結果の都道府県への報告（法２８条）に際

しては、施行規則第２条により規定される方法（現行はＪＩＳＫ０３１１）を用いることになっている。 
  このため、法律遵守を前提とすれば、新たな測定法をダイオキシン類対策特別措置法施行規則で規定する

必要がある。 

 そのような測定方法は十分信頼性のあるものでなければならないので、一般的にはＪＩＳで定められてい
る方法が採用されることが多い。 

 したがって、新たな方法が採用される場合には、それをＪＩＳにすることが適切・可能であるかを検討す
る余地がある。現時点でＪＩＳＫ０３１１と同程度に信頼性がある簡易法は存在しないので、将来に向けて

の課題と思料される。 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

産業技術環境局標準課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目  県をまたがる事業所における工場立地法の緑地の規制緩和 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

２県にまたがる１事業所においては、一つの事業所として一括に扱うべきである。 

 
 

 

⑤関 係 法 令 工場立地法第６条第１項 
 

 
 

 

⑥共管 財務省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 一定規模以上の特定工場の新設等をしようとする者は、主務省令で定めるところにより

、当該特定工場の設置の場所を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。 

 

 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 
（説明）  

 １．二つの都道府県にまたがって立地する特定工場については、県境で区切ることなく、一つの工場等と 

  して取り扱っており、緑地等の面積、レイアウト等に関する規制については、当該特定工場の敷地面積 

  が属する割合がより大きい都道府県が行うよう助言しているところ。 

 

 ２．また、特定工場の新設、変更等の届出についても当該特定工場の敷地面積が属する割合がより大きい 

  都道府県の担当部局へ届け出るよう助言しているところ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑩担当局課室等名 

 

経済産業政策局地域経済産業政策課 
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【様式】                                   【 経 済 産 業 省 】 

①分   野 エネルギー、環境関係  ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 火力発電の立地に係る環境影響評価手続の簡素化 

④意見・要望等

の内容 

①環境影響評価の対象となる容量基準を、燃料種別、原動機別とする。 

②行政機関の審査期間を短縮する。 

③シミュレーション、データベースを活用し、現況調査を合理化する。 

⑤関 係 法 令 環境影響評価法 
電気事業法第 46 条の２～第 46 条の 22 

地方自治体環境影響評価条例等 

⑥共管 環境省 
各地方自治体 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

① 現在、発電所に係る環境影響評価手続対象は、水力、火力、地熱、原子力別に、その出

力規模のみで規定している。 
② 環境影響評価に係る審査期間は、環境影響評価方法書については 180 日以内、環境影響

評価準備書については 270 日以内、環境影響評価書については 30 日以内と電気事業法
において定めている。 

③ 発電所アセス省令において、現況調査に係る標準手法を定めているが、予測及び評価に

おいて必要とされる情報が標準手法より簡易な手法で収集できることが明らかである
場合には簡略化された調査手法を選定することは可能と規定している。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

該当なし 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

①【その他】 
 発電所アセス省令第７条において、「標準項目に関する環境影響がないか又は環境影響の程度が極めて小

さいことが明らかである場合における当該標準項目については、必要に応じ項目の削除を行うものとする」
旨の規定がある。このため、事業者が採用する予定の燃料や原動機による環境影響がないか又は環境影響の

程度が極めて小さいことが明らかであれば、項目の削除は可能であり、個別の事業毎に、環境影響要因毎に

事業者が自由に項目を選定できる合理的なシステムとなっている。したがって、評価対象の容量基準を燃料
種別、原動機別に設定する必要はないと考える。 

 
②【措置困難】 

 法令に基づく処理期間の上限よりも短くなるよう最大限合理的に審査しているところ。発電所の環境影響

評価は、電気事業を所管する経済産業省が審査を行うものであるが、この審査に係る一連の手続の中で、都
道府県知事は方法書、準備書の公告・縦覧の後にとりまとめられる住民意見の概要と地元市町村長の意見を

踏まえ、立地地域の立場から経済産業大臣あてに意見を提出し、当省は知事意見を勘案して審査を行い、環
境保全の観点から事業者に対し勧告すべき事項をとりまとめることとなるため、相応の審査期間が必要であ

る。 

 また、発電設備の規模や種類だけでなく、周辺環境によっても審査項目や審査内容は大きく異なり、例え
ば、環境負荷が低いとされている LNG を燃料とする場合であっても建設予定地点が環境基準を満たしてい

ない地域であれば審査に時間を要することはやむを得ないと思料。このため、法令に基づく審査期間の上限
を一律に短縮することは、多種多様な周辺環境が対象となる環境審査の性格上困難であるが、個々の案件の

審査期間については引き続き合理的な審査による短縮に努めて参りたい。 

 
③【その他】 

 発電所アセス省令第９条において、「調査の手法については、標準項目に係る予測及び評価において必要
とされる情報が、標準手法より簡易な手法で収集できることが明らかである場合には、必要に応じて、簡略

化された調査の手法の選定を行うこととする」旨の規定がある。このため、現行の制度においても、事業者

が選定した調査手法が、予測及び評価において必要となる情報が収集できることが明らかであれば、調査期
間の短縮による現況調査の合理化は可能である。 

 

⑩担当局課室等名 

 

経済産業省 電力安全課 

環境省 環境影響評価課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野  環境関係 ②意見･要望提出者 連合 

③項   目  デポジット制の導入、容器包装のリサイクル 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 デポジット制度の導入 

すべての自治体での容器包装の分別収集体制の整備 
 

⑤関 係 法 令  循環型社会形成推進推進基本法 

 容器包装リサイクル法 

⑥共管 厚生労働省、農林水産省、財務省、

環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 
 

 

＜デポジット制度＞ 

○循環型社会形成推進基本法（第２３条）では、経済的負担措置制度の導入について、廃
棄物等の発生抑制等に資する場合には、その措置に係る施策を活用して循環型社会の形

成を促進することについて国民の理解と協力を得るように努めるものとされている。 

＜容器包装のリサイクル＞ 
○容器包装リサイクル法は、家庭ごみの中で相当な割合を占める容器包装廃棄物について

消費者は分別排出、市町村は分別収集、事業者は再商品化という新たな役割分担によっ
てリサイクルを進める制度として、平成９年４月から施行。 

○分別収集の対象品目や分別収集の開始時期等については市町村の判断によることされて

いるが、本法の施行後、分別収集に取組む市町村数並びに容器包装廃棄物の分別収集量
及び再商品化量は着実に増加。 

○平成１２年度では、既に缶で約９割、びんで約８割、ペットボトルで約７割の自治体が
分別収集を開始。ペットボトルの生産量に対する回収率も３４．５％に向上。 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

 

＜デポジット制度＞ 

○総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第１次答申」５．環境【具体的施策】の(6) 
 廃棄物・リサイクル問題 2)拡大生産者責任、デポジット制度の導入等 

○改正改革工程表の規制改革（環境）「循環型社会の構築」の廃棄物・リサイクル問題に
係る検討とりまとめ（拡大生産者責任の導入） 

＜容器包装のリサイクル＞ 

(3)個別事項 
  イ リサイクル・廃棄物 

⑩ ペットボトルを中心とした容器包装廃棄物のリサイクル率向上のための 
     総合的施策の検討 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

○ デポジット制度導入の効果や経済に与える影響等について適切に調査、研究を進める。 
  

○ 一方、容器包装のリサイクルをより効果的に行うため、容器包装リサイクル法が当初の狙いどおり機能
しているかについて、その効果を検証しつつ、関係機関と連携を図りながら改善すべき事項について検討

を進めていく必要がある。 

 
 

 
 

 

   

⑩担当局課室等名 産業技術環境局 リサイクル推進課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係   
 

②意見･要望提出者 連合 

③項   目 地球温暖化問題に係る各種施策の評価・分析、経済的措置に係る議論の一本化 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 地球温暖化問題における温室効果ガスの発生削減するための仕組みについては、単に充
実させるだけでなく、現行の施策で効果があったもの、予想していた以上に効果が出なか

ったものなどを早急に評価・分析し、その評価に基づいて今後必要とされる追加施策を検
討すべきである。また、経済的負担を課す措置については、総合エネルギー調査会、産業

構造審議会、中央環境審議会の３つの審議会が同時に検討を行っており、議論が重複して

いる部分や省間による考え方に違いがあることから、これらの調整を早急に行い、政府と
して一本化した議論を行う必要がある。 

⑤関 係 法 令 特になし 

 

 

⑥共管 環境省、国土交通省等 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

 我が国の温暖化対策は、総理を本部長とする地球温暖化対策推進本部において、本年３
月１９日に決定された、新たな地球温暖化対策推進大綱に基づき推進していく。同大綱で

は、２００２年から２０１２年までの間を３つのステップに区分し、節目節目に対策の進

捗状況・排出状況等を評価し、その結果を踏まえ見直しを行い、段階的に必要な対策を講
じていくこととしている。こうした方法によって、国、地方公共団体、事業者及び国民が

総力を挙げて対策に取り組むことにより、円滑かつ確実に６％削減を目指す。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

特になし。 

 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：平成１３年度中） 

 

（説明）  

 地球温暖化対策は、総理を本部長とする地球温暖化対策推進本部において、副本部長である内閣官房長官、
経済産業大臣、環境大臣をはじめ、全閣僚の参加の下で、政府一丸となって進められている。また、対策を

進める際には、産業構造審議会、総合資源エネルギー調査会、中央環境審議会などの関係審議会を代表する
委員により構成される、「地球温暖化問題への国内対策に関する関係審議会合同会議」において幅広く意見

を聞くこととしている。 

 京都議定書の目標を達成するための温暖化対策に当たっては、過度な負担を回避し、その負担も公平なも
のとなるよう留意するとともに、国民経済や雇用等へ及ぼす影響等を十分踏まえ、「環境と経済の両立」を

目指すことが基本である。この度決定された新大綱に基づき、技術革新や経済界の創意工夫が活かされる自
主的取組を対策の中心に据え、温室効果ガス削減への取組が我が国の経済活性化にもつながるよう、積極的

に取り組んでいく。 

 なお、経済的手法については、同大綱において、「費用対効果の高い削減を実現するため、市場メカニズ
ムを前提とし、経済的インセンティブの付与を介して、各主体の経済合理性に沿った行動を誘導するという、

いわゆる経済的手法があるが、税、課徴金等の経済的手法については、他の手法との比較を行いながら、環
境保全上の効果、マクロ経済・産業競争力等国民経済に与える影響、諸外国における取組の現状等の論点に

ついて、地球環境保全上の効果が適切に確保されるよう国際的な連携に配慮しつつ、様々な場で引き続き総

合的に検討する。」こととしている。 
 

⑩担当局課室等名 
 

産業技術環境局環境政策課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 連合 

③項   目 ガスパイプラインの埋設深度規制の検討に係る留意事項（安全確保等）  
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

天然ガスの利用促進にあたり、ガスパイプラインの埋設深度の規制については、管種、圧力、材質
等の違いを勘案し、技術的な裏付けのもと、現実的な基準を検討すべきだが、安全確保を最優先と

する。また、埋設深度を変更する場合、他の目的の道路工事などでガスパイプライン損傷がないよ
う、工事事業者に対する措置等をあわせて検討すべきである。  

 

 
 

⑤関 係 法 令 高圧ガス保安法 

ガス事業法 

鉱山保安法 

⑥共管 国土交通省 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 高圧ガス保安法、鉱山保安法におけるガスパイプラインの埋設深度は、防護工の有無、
道路の種類等に応じた規定となっている。 

 ガス事業法においては、規定はなされていない。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

なし。 
 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

・ ガスパイプラインの埋設深度については、当該ガスパイプラインに係る事業形態及び埋設場所等に応
じ、災害を防止し安全を確保する等の観点から各法令の基準が設けられているところ。 

・ 今後、関係省庁においてガスパイプラインの埋設深度について基準の検討を行う際には、安全の確保

を前提として、関係省庁と調整を行いつつ検討してまいりたい。 
・ 又、他工事による災害の防止については、現在各法令等に基づき講じている対策を引き続き実施して

いくことにより安全確保に努めてまいりたい。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

原子力安全・保安院 ガス安全課、保安課、鉱山保安課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 （社）自動車工業会 

③項   目 工場立地法に係わる規制緩和 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

１．屋上緑地。 

２．既存工場に対する緑地などの面積率の緩和、または生産施設の定義の緩和、または工 
 場の立地場所が民家より離れている場合の緑地面積率の緩和 

 

⑤関 係 法 令 工場立地法第４条 
工場立地法第４条の２ 

工場立地法施行規則第２条 
工場立地法施行規則第３条 

工場立地法第７条 

⑥共管 財務省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

１．工場立地法第４条において、法における緑地は植栽その他の主務省令で定めるものと 

 され施行規則第３条において一定の要件を満たす土地と定められている。 

２．工場と周辺生活環境との調和を図る観点から、工場敷地面積に対する、生産施設面積 

 （１０％～４０％）、緑地面積（２０％以上）、環境施設面積（２５％以上）を設定。 

  また、平成９年度の法改正に際し、都道府県等が地域の実状に応じて、国の定める範 

 囲内で緑地面積率、環境施設面積率を設定でできる制度を導入したところ。 

   さらに、一定の要件を満たす隣接緑地等については、工場敷地内の緑地等と同様に扱 

 う制度を導入。 

  なお、工場立地法施行以前に設置されていた工場、いわゆる既存工場については、法 

 施行後に設置される工場と同様の整備を行うことは困難なため、工場内のレイアウトを 

 見直す際に生産施設のビルド面積に応じた緑地整備を行うこととしている。 
⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

１．工場立地法は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるよう定められたものであり、緑地規制 

 については、「工場等周辺住民に対する心理的圧迫感・不安感の低減」や、「周辺地域のアメニティや景 

 観の向上等の地域社会と調和した工場立地を促進する」観点から実施。 

  具体的な効果としては、心理的効果、大気浄化、騒音防止、防災・保安効果、飛砂・風塵防止等があげ 

 られ、これらの効果が充分に発揮されるよう施行規則第３条において、一定の要件を満たした土地と定め 

 ているところ。 
   
２．屋上緑化については上記の立法趣旨を充足できず、緑地として認めることは困難。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 
 

経済産業政策局地域経済産業政策課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 （社）自動車工業会 

③項   目 工場立地法に係わる規制緩和 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 
 

屋上緑化を緑地面積に含めるべきである。 

 
 

 
 

⑤関 係 法 令 工場立地法第４条 
工場立地法施行規則第３条 

 
 

 

⑥共管 財務省、厚生労働省、農林水産省、
国土交通省、環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 工場立地法第４条において、法における緑地は植栽その他の主務省令で定めるものとさ

れ、施行規則第３条に一定の要件を満たす土地と定められている。 
 

 

 
 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

１．工場立地法は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるよう定められたものであり、緑地規制 

 については、「工場等周辺住民に対する心理的圧迫感・不安感の低減」や、「周辺地域のアメニティや景 

 観の向上等の地域社会と調和した工場立地を促進する」観点から実施。 

  具体的な効果としては、心理的効果、大気浄化、騒音防止、防災・保安効果、飛砂・風塵防止等があげ 

 られ、これらの効果が充分に発揮されるよう施行規則第３条において、一定の要件を満たした土地と定め 

 ているところ。 
   

２．屋上緑化については上記の立法趣旨を充足できず、緑地として認めることは困難。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑩担当局課室等名 

 

経済産業政策局地域経済産業政策課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 経団連、自動車工業会環境企画部会、
関西経済連合会 

③項   目 クリーンエネルギー自動車普及事業の対象者除外規定の見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 クリーンエネルギー自動車普及事業においては、自動車製造・販売会社は補助金交付の
対象外とされており、他社銘柄のクリーンエネルギー自動車導入においても補助金の申請

ができない。 
 他社銘柄のクリーンエネルギー自動車を導入する場合、自動車製造・販売会社も補助金

の対象とすべき。 

 

⑤関 係 法 令 なし 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 クリーンエネルギー自動車普及事業において、自動車製造・販売会社は補助金交付の対
象外とされており、他社銘柄のクリーンエネルギー自動車導入においても補助金の申請が

出来ない。 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 規制緩和推進３カ年計画 Ⅱ横断的措置事項 ２環境分野 （２）環境分野の重点事項 
④再生可能エネルギー等の導入促進において、太陽光発電、風力発電、バイオマスエネル

ギー等の再生可能エネルギーや燃料電池等の一層の導入拡大を図るために、より効率的・

効果的な支援策の検討等を行う。 
 

 改革工程表 １１．循環型経済社会 Ⅲ１０月以降に措置 （１）１４年４月までに措
置 ①通常国会で措置 （Ａ）１４年度予算 （脱温暖化の社会づくり）において、○低

公害車、燃料電池、スーパーエコシップ等革新的な省エネ・新エネ技術の開発・普及や新

エネルギー施設の整備への支援を行うとともに、モーダルシフトを促進する。 
 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：平成１３年１２月） 

 

（説明）  

１．経済産業省資源エネルギー庁では、平成１０年度から「クリーンエネルギー自動車普及事業」として、
運輸分野における二酸化炭素、窒素酸化物等の有害物質の排出抑制、新エネルギー利用促進及び省エネ

ルギーの推進を図るため、クリーンエネルギー自動車を導入する者や燃料等供給設備の設置等を行う者
に対して、その導入に必要な費用の一部を補助している。 

 

２．しかしながら、従来は予算の制約もあり、自動車製造・販売会社は補助金交付の対象外とされており、
他社銘柄のクリーンエネルギー自動車導入においても同様としていた。 

 
３．なお、今回の要望等を踏まえ、平成１３年１２月申請分からの交付申請書作成要領等で利益等の排除方

法を定めた上で、他社銘柄の自動車については補助金の対象となるようにしているところ。 

 

⑩担当局課室等名 

   

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野  環境関係 ②意見･要望提出者 石油化学工業協会 

③項   目  容器包装のリサイクル 
 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

 容器包装リサイクル法に係る自主回収の認定基準の見直し 
自主回収の認定の基準を緩和し、回収率が少ない場合にも認定し、 

再商品化義務量から控除すべき。 

⑤関 係 法 令  容器包装リサイクル法 ⑥共管 厚生労働省、農林水産省、財務省、

環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

・容器包装リサイクル法は、家庭ごみの中で相当な割合を占める容器包装廃棄物について

消費者は分別排出、市町村は分別収集、事業者は再商品化という新たな役割分担によっ
てリサイクルを進める制度として、平成９年４月から施行。 

・事業者はリサイクルの義務を履行するため、①自主回収の認定、②独自ルートの認定、

③指定法人への委託という３つの方法から選択することができる。 
・自主回収の認定制度は、事業者が再商品化義務のある容器包装を自ら又は他の者に委託

して回収し、その方法が一定の回収率（概ね９０％）を達成するため適切であると主務
大臣が認めるときは、認定された容器包装全部について再商品化の義務が免除されるも

の。 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

 
 

 (3)個別事項 
 イ リサイクル・廃棄物 

⑪ ペットボトルを中心とした容器包装廃棄物のリサイクル率向上のための 
 総合的施策の検討 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

・ 事業者による再商品化に関しては、大部分が指定法人への委託により義務が履行されているが、リタ

ーナブルびんを中心として自主回収の認定もなされてきており、容器包装リサイクル法の施行後、自
主回収の認定を受けた事業者及び認定を受けた容器の種類数は着実に増加している。 

・ 制度的には、自主回収の認定を受けた容器包装については全量の義務控除が受けられ、一方、この認
定を受けなくとも、自主回収した容器包装の実績に応じて義務量は控除できることとしており、リタ

ーナブル容器の利用促進に向けた一つの動機付けとして設けられたものである。 

・ 従って、要望において自主回収を少量行った場合では再商品化義務量から控除できない旨の記載があ
るが、これは事実誤認であるものと思われる。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 産業技術環境局 リサイクル推進課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 ②意見･要望提出者 （社）石油化学工業会 

③項   目 工場立地法に係わる規制緩和 

④意見・要望等

の内容 

 
 

 

１．工場立地法に定める緑地面積については必要最低限に引き下げる。 

２．生産施設に見合う緑地の確保は、工場が立地されている市町村の等の自治体の範囲内 

 等において広域的に確保すればよいものとする。 
 

 

⑤関 係 法 令 工場立地法第４条 

工場立地法第４条の２ 
 

⑥共管 財務省、厚生労働省、農林水産省、

国土交通省、環境省 

⑦制度の概要 

 

 
 

 
 

 工場と周辺生活環境との調和を図る観点から、工場敷地面積に対する、生産施設面積（

１０％～４０％）、緑地面積（２０％以上）、環境施設面積（２５％以上）を設定。 

 また、平成９年度の法改正に際し、都道府県等が地域の実状に応じて、国の定める範囲

内で緑地面積率、環境施設面積率を設定でできる制度を導入したところ。 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

１．工場立地法は昭和４０年代の公害問題の深刻化を背景に、工場立地と周辺生活環境との調和を図ること 

 を目的に昭和４８年に成立。法施行後平成９年までの間に工場の緑地面積率が２倍以上改善しており、本 

 法が工場と周辺生活環境との調和に果たした役割は多方面で評価されてきたところであり、今後とも本法 

 によるレイアウト規制は必要であると考える。 

２．他方、本法が地域の実状に沿った緑地整備の要請等に十分対応していないとの声が産業界等各方面から 

 寄せられるとともに、行政改革委員会規制緩和小委員会、地方分権委員会から同様の指摘がなされていた 

 ことから、これらの要望・指摘等を踏まえ、また、学識経験者・産業人をメンバーとする工業立地及び工 

 業用水審議会での審議を経た上で、本法の改正等必要な措置を講じたところ。 

３．主な法律等改正点としては、①地域の実状に応じた緑地面積率の設定、②共通緑地等を緑地面積にカウ 

 ントできる工業集合地特例の導入、③生産施設面積率の見直し、④生産施設のスクラップ＆ビルドの際の 

 緑地整備等の配慮規定の導入等。 

４．今後とも工場立地法を通じて、工場立地と周辺生活環境との調和の促進に努めてまいりたい。 
 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 経済産業政策局地域経済産業政策課 
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【様式】                                    【経済産業省】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項   目 ＭＳＤＳに記載する第一種指定化学物質等の含有量表示の見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」に基づく
ＭＳＤＳ制度において、製品の品質管理上、化学物質の含有割合を幅で管理している製品

（例：塗料）については、成分情報（対象物質の含有割合）の数値をピンポイントではな
く、幅で（下限～上限）表示できるようにしていただきたい。 

 

⑤関 係 法 令 特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律第１
４条 

指定化学物質等の性状及び取扱いに関す

る情報の提供の方法等を定める省令第５
条第２項 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以下

「法」という。）第１４条に基づき、事業者は、対象化学物質を含有する製品を他の事業
者に譲渡又は提供する際には、当該化学物質の性状及び取扱いに関する情報（ＭＳＤＳ

（Material Safety Date Sheet：化学物質等安全データシート））を事前に提供しなけれ
ばならない。その際、「指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供の方法等を

定める省令」第５条第２項により、対象化学物質等の含有割合は、上位２桁を有効数字と

する数値により記載することとされている。 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

記載なし 
 

 
 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明） 

 ＭＳＤＳ制度は、対象化学物質を含有する製品の譲渡又は提供を受ける事業者（ユーザー企業）が、当該

化学物質の適正な管理を行うために必要な情報を取引相手から入手することを保障するものであり、また、
法第５条に定める化学物質の環境への排出量等の把握と行政庁への届出に際しても、対象化学物質の取扱量

や排出量等を正確に把握する上で、より精度の高い情報が提供されることが望ましいことから、対象化学物
質の含有率は上位２桁を有効数字とする数値により記載することとしている。 

 なお、平成１３年１月から実施されている本制度の詳細を定める際に、多くのユーザー企業から、より詳

細かつ正確な数値の記載を求める要望が寄せられたが、提供する事業者の負担も考慮しつつ、上位２桁を有
効数字とする数値により記載することとしたところである。 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

製造産業局化学物質管理課  
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【様式】                                    【経済産業省】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項   目 化学物質の規制、法令等の統一化 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

化学物質の規制や法令の統一化を推進する。 
一つの法令で作業環境からＰＲＴＲの報告の義務などが分かるような、わかりやすい法

令の統一を求める 
 

 

⑤関 係 法 令 化学物質の審査及び製造等の規制に関す

る法律（化審法） 
特定化学物質の環境中への排出量等の規

制に関する法律（化学物質排出把握管理促

進法） 
等の化学物質規制法令 

⑥共管 環境省（化審法・化学物質排出把握

管理促進法等） 
厚生労働省（化審法等） 

⑦制度の概要 

 

 
 

 

化審法において、新規に製造・輸入される化学物質の事前審査を行い、指定された化学

物質について製造・輸入・使用等について規制を行う 

化学物質排出把握管理促進法において、指定された化学物質について排出量等の把握と届
出を義務づけ、事業者間の取引においてＭＳＤＳの提供を義務付けている。 

等の化学物質規制法令がある 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

該当無し 

 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 各法律にはそれぞれ法目的があり、それを実現するために個別に規制を行っているため、対象となる化学
物質が重複するということをもって、法令を統一することは困難である。他方、化学物質の適切な管理を図

るために化学物質ごとに適用される規制をわかりやすくすることは重要である。 
 このため、経済産業省においては独立行政法人製品評価技術基盤機構に化学物質ハザードデータベースを

設置し、ホームページ上で化学物質の名称やＣＡＳ番号などから、化審法、化学物質排出把握管理促進法、

化学兵器禁止法、毒劇物取締法、労働安全衛生法、などの国内法規制に関する情報や物理化学的性状・毒性
データ等の個別物質情報を検索・閲覧することが出来るようになっている。今後とも引続き、化学物質に関

する規制情報を適切に提供していくこととしたい。 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

経済産業省化学物質管理課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項   目 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の適用除外に関すること 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 化審法により、新規化学物質を製造するものは所管大臣に届け出て審査を受けなければ
ならないが、試験研究用途の試薬に関しては化審法の適用が除外される。ただし同じ試験

研究用の化学物質であっても海外販売の場合には適用除外されず、届出が必要となる。ボ
ーダレスな開発競争を展開している医薬業界に実態に合わないことに加え、審査に時間が

かかるため海外市場における日本企業の競争力を削ぐ要因となっている。 

 
 

 
 

 

⑤関 係 法 令 化学物質の審査及び製造等の規制に関す

る法律第３条 
 

 

⑥共管 厚生労働省 

環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 試験研究のため新規化学物質を製造し、又は輸入しようとするとき、又は、試薬（化学

的方法による物質の検出若しくは定量、物質の合成の実験又は物質の物理的特性の測定の
ために使用される化学物質をいう。以下同じ。）として新規化学物質を製造し、又は輸入

しようとするときは、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３条ただし書きの

規定に基づき製造等の届出を要しないこととされている。 
 なお、この場合、「試験研究のため」とは、研究所、大学、学校等における試験、検査、

研究、実験、研究開発等の用にその全量を供するために化学物質を製造し、又は輸入する
ことをいう。 

 

 
 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

該当なし。 
 

 

 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 「試験研究のため」又は「試薬として」新規化学物質を製造し、又は輸入する場合には製造等の届出を要

しないこととされており、製造したものを海外販売することも可能となっている。 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

製造産業局化学物質管理課化学物質安全室 
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【様式】                                    【経済産業省】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 個人 

③項   目 燃料電池の推進 
 

④意見・要望等
の内容 

土地も資源も無い日本ではエネルギー問題は重要。燃料電池普及の目標値を示す。 
 

⑤関 係 法 令 なし 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 規制緩和推進３カ年計画 Ⅱ横断的措置事項 ２環境分野 （２）環境分野の重点事項 

④再生可能エネルギー等の導入促進において、太陽光発電、風力発電、バイオマスエネル
ギー等の再生可能エネルギーや燃料電池等の一層の導入拡大を図るために、より効率的・

効果的な支援策の検討等を行う。 

 
 改革工程表 １１．循環型経済社会 Ⅲ１０月以降に措置 （１）１４年３月までに措

置 ①通常国会で措置 （Ａ）１４年度予算 （脱温暖化の社会づくり）において、○低
公害車、燃料電池、スーパーエコシップ等革新的な省エネ・新エネ技術の開発・普及や新

エネルギー施設の整備への支援を行うとともに、モーダルシフトを促進する。 

 

⑨対応の状況  
■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：平成１３年度） 
 

（説明）  

１．平成１３年６月にまとめられた、経済産業大臣の諮問機関である総合資源エネルギー調査会新エネルギ

ー部会においては、燃料電池について「これまでの技術開発の成果を踏まえ、「燃料電池技術開発戦略」
を策定することにより技術開発を推進」と記載し、新エネルギーの導入目標（２０１０年度）を定置用

燃料電池は２２０万ｋｗ、燃料電池自動車は５万台としている。 
 

２．また、昨年の１月にまとめられた「燃料電池実用化戦略研究会」（資源エネルギー庁長官の私的研究会、

座長：茅陽一慶應義塾大学教授）において、課題の解決に向けた取組みが示されており、産学官の適切
な役割分担の下に推進していく予定。 

 
３．具体的には、昨年夏に前述の「固体高分子形燃料電池／水素エネルギー利用技術開発戦略」を策定しそ

の着実な実行をすべく、平成１４年度予算を約２２０億円計上。その中で平成１４年度の新規予算とし

て燃料電池の大規模実証プロジェクトの実施、さらに、ミレニアム・プロジェクトにおいても、引き続
き燃料電池の基準・標準化を進めて行くところ。 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
 

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 環境関係 
 

②意見･要望提出者 日本ＥＬＶリサイクル推進協議会 

③項   目 自動車リサイクル法（仮称）の制定 
 

④意見・要望等
の内容 

 

 新たな自動車リサイクルシステムの構築に向け、政府部内で検討されている自動車リ
サイクル法（仮称）の次期通常国会における制定、及び可能な限り早期の施行を要望す

る。 
 

⑤関係法令 ・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
・特定製品に係るフロン類の回収及び破壊

の実施の確保等に関する法律 
・道路運送車両法 

 

 

⑥共管 ・環境省 
・国土交通省 

          

⑦制度の概要 
 

 使用済自動車について、資源の有効利用の確保及び適正な処理を図るため、自動車製
造業者等に自動車破砕残さ等の再資源化等を義務付ける等関係者に対する所要の措置を

講ずる。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

○｢規制改革推進３か年計画｣ ： 自動車リサイクル対策 

 
○その他 

 
・｢改革工程表｣(H13 年 9 月 26 日、経済財政諮問会議決定) 

１１．循環型経済社会 

 ①通常国会で措置 （ｂ）法改正  循環型経済社会の構築   
  ・自動車リサイクル法案及び関連改正法案（道路運送車両法等）を提出する。 

 
・｢改革先行プログラム｣(H13 年 10 月 26 日、経済対策閣僚会議決定) 

第２章 具体的施策 

１．経済を活性化し、新産業・チャレンジャー、雇用を生み出す制度改革・環境整備 

（１）規制改革等 ②生活者向けサービス分野 ホ 環境 
  ・自動車リサイクル法案及び関連改正法案の提出 
 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 ■ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施時期：Ｈ１４年通常国会提出） 
 

（説明）  
 平成１４年通常国会へ提出。 

 施行時期については公布後２年６月。  
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

経済産業省自動車課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 ポルトランドセメントの規格の条件緩和[新規] 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

現行規格値０．０２を、０．０５以下に改訂すべきである。 
（理由） 

①セメント産業は、静脈産業として大きな役割を果たしているが、セメント中の塩素分
の制約により、セメント産業が受け入れる廃棄物量は上限に達しつつある。 

②米国、欧州では、セメント中の塩素量は 0.1％以下とされており、わが国においても

諸外国並みの規制値にすべきである。 
③セメント中の塩素量の規制が諸外国並みに緩和されれば、「汚泥、廃ﾌﾟﾗ、下水道消却

灰」をはじめとする各種廃棄物のリサイクル量の増大が可能となり、循環型社会の構
築にさらに大きく貢献できる。 

 

 
 

 

⑤関 係 法 令 工業標準化法 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 
 

 
 

ＪＩＳ Ｒ５２１０ポルトランドセメントは、工業標準化法に基づき、ポルトランドセ

メントについて規定した日本工業規格である。 

 品質の一部として、ポルトランドセメントの塩化物イオン量は 0.02％以下と規定されて
いる。 

 （ポルトランドセメントとは、日常目にするセメントのこと） 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし。 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明） 

 ＪＩＳ Ｒ５２１０ポルトランドセメントの塩化物イオン量に関する JIS の規格値は、1990 年に旧建設省
の通達(建設省技調発第 45 号、平成 2 年 2 月 20 日付)において、普通セメントの規格値として「 0.02％以下」

と規定されたことを受けて定められたものである。 
 現在、国土交通省において規制緩和の方向で前記通達の見直しを行うべく、学識者、関係者で構成する懇

談会を設置して、検討を開始したところである。JIS 規格値の見直しについては、国土交通省における検討

の結果を見極め、検討を進めたいと考えている。 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

産業技術環境局 標準課 産業基盤標準化推進室 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目 国外適合性評価事業の実施体制に関する実地調査機関の公正中立性の確保 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

指定調査機関の公正中立性を確保すべきである。 
 

 
 

 

 

⑤関 係 法 令 特定機器に係る適合性評価の欧州共同体
との相互承認の実施に関する法律第１７

条  

⑥共管 総務省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

主務大臣が、ＥＣの基準・認証制度等について一定の知見を有する適切な民間事業者（指

定調査機関）を指定し、当該機関が、認定適合性評価機関の認定の審査に必要な調査の業
務を行うことを可能とする制度 

 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

該当なし 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 

指定調査機関の公正中立性の確保については、特定機器に係る適合性評価の欧州共同体との相互承認の実

施に関する法律第１７条第２号に「法人にあっては、その役員又は法人の種類に応じて主務省令で定める構
成員の構成が調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること」と規定されており、また、同

法同条第３号に基づく特定機器に係る適合性評価の欧州共同体との相互承認の実施に関する法律に基づく
指定調査機関等に関する省令第５条第４号（以下参照）にも、指定調査機関の公正中立性に関する事項が指

定の基準に規定されていることから、これらの規定を踏まえて指定調査機関の公正中立性の確保に努める所

存。 
 

（省令第５条第４号）法第１７条第３号の主務省令で定める基準は、調査の実施に係る組織、調査の方法、 
  料金の算定方法その他の調査の業務を遂行するための体制が次に掲げる事項に適合するよう整備さ 

  れていることとする。 

    一 特定の者を不当に差別的に取り扱うものでないこと。 
    二 調査を受ける者との取引関係その他の利害関係の影響を受けないこと。 

    三 前二号に掲げるもののほか、調査の公正な実施に支障を及ぼすおそれのないこと。 
 

 

⑩担当局課室等名 

  

経済産業省産業技術環境局認証課  

 

 

 



 31

【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
  

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 グループ企業の海外現地法人との技術情報の共有 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 

 事前に届け出たグループ企業同士であれば一括して情報共有を認める等の措置によっ
て、海外現地法人との個別の技術情報の共有に関しては、輸出貿易管理令上の手続を不要

とすべきである。あるいは少なくとも、グループ企業同士の技術情報の共有に関しては、
一般包括輸出許可制の対象とすべきである。 

⑤関 係 法 令 
 

外国為替及び外国貿易法第 25 条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 
 

 外国為替及び外国貿易法では、輸出貿易管理等の関係政令で定められる特定の技術や物
資を特定の地域に提供・輸出したり、海外との役務取引を行う場合等に、主務大臣の許可

を得なければならない。 
 特定地域における非居住者との間で技術情報等の共有を行う場合、たとえ相手がグルー

プ企業の海外現地法人であっても、安全保障輸出管理規制上の手続が必要となる。 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 我が国は、安全保障に関する各種国際条約及び国際会合における合意等を踏まえ、国際的な平和及び安全

の維持を妨げることとなる貨物、技術について、外国為替及び外国貿易法に基づき輸出管理を厳格に実施し

てきている。 
 万が一我が国から無許可で提供された技術が懸念用途に用いられることとなった場合には、国際的な平和

及び安全の維持に重大な事態を生じさせることとなる。このため、個別の役務取引許可においては、案件ご
とに最終需要者、用途等を総合的に勘案し、安全保障上の懸念とならないことを確認する必要があり、それ

は提供先が海外現地法人である場合であっても同様である。 

 なお、一括して許可を付与しても、国際的な平和及び安全の維持を妨げることとならないと認められるも
のについては包括許可の適用を認めているところであるが、昨年、特定包括許可の要件について、要件の緩

和を図り、従来の資本関係にかかる条件を撤廃した。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係  
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 輸出管理に係る規制体系の簡素化 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

安全保障輸出管理規制は、「国際的な平和及び安全の維持」という目的を達成するために
最低限必要なものに限定し、民間企業の事業活動にとって不必要な妨げにならないように

すげきである。 
 既存の規制体系は、量が膨大なだけでなく、構造が重層的で非常に複雑かつ難解であり、

許可申請に際して、事前に照会する機会も多い。 

 規制体系を簡素化するとともに、輸出者にとって判りやすい体系かつ表現で整理し直す
措置を取ることにより、輸出者にとって利用しやすいものとすべきである。 

 例えば、様々な国名リストが、輸出貿易管理令別表第４、同令の運用通達の別表第１別
紙、一般包括輸出許可の通達の別記第１、輸出許可申請のお知らせの別表第１等にあり、

それぞれが目的別に書かれており、相互に無関係となっている。こうした国名リストを、

少なくとも政令の下のレベルで統一すべく諸通達をまとめて体系化すべきである。 
 また、例えば規制貨物の該非判定用パラメータ・シート等について、経済産業省のホー

ムページから常に最新のものをダウンロードできるようにすべきである。 
 

⑤関 係 法 令 

 
 

外国為替及び外国貿易法第 25 条・48 条 

輸出貿易管理令 
外国為替令 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

安全保障輸出管理に係る既存の規制体系は、「法律」、「政令」、「省令」、「大臣告示」、
「通達」、「お知らせ」によってなされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 我が国は、安全保障に関する各種国際条約及び国際会合における合意等を踏まえ、国際的な平和及び安全

の維持を妨げることとなる貨物、技術について、外国為替及び外国貿易法に基づき輸出管理を厳格に実施し
てきている 

 現在の規制は、一部の品目を除き、基本的に国際合意に基づくルールを我が国の法令に体系化する過程で
生じているもの。その複雑化は、その合意を忠実に日本の制度に反映するためにやむを得ずおきていると考

えている。他方、輸出管理制度が事業者に過度な負担とならないよう最大限の努力を今後とも行っていきた

い。 
 なお、本年からホームページ上に、安全保障貿易管理関連法令集を作成し、体系的にわかりやすいように

紹介しているところである。 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 補完的輸出規制における需要者要件の廃止 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

安全保障輸出管理規制は、「国際的な平和及び安全の維持」という目的を達成するために
最低限必要なものに限定し、民間企業の事業活動にとって不必要な妨げにならないように

すげきである。 
 その一環として、補完的輸出規制要件の中の需要者要件を廃止すべきである。 

 我が国の補完的輸出規制の需要者要件は、欧米諸国の「ハブ・リーズン・ツゥ・ノウ（知

るに足る）」要件に対応するとされている。しかし、欧米諸国の「ハブ・リーズン・ツゥ・
ノウ（知るに足る）」要件については、我が国の用途要件及び行政指導によるノウ規制に

よって、実質的にカバーされている。我が国の規制は欧米諸国の規制に比べて広範かつ柔
軟性に欠け、事業負担がきわめて大きい。 

 

⑤関 係 法 令 外国為替及び外国貿易法第 25 条・48 条 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 需用者要件については、平成 13 年 12 月 28 日の改正により、核兵器等の開発等を行っている者のみを需
用者要件とし、さらに需用者要件に該当する場合であっても、核兵器等の開発等及び別表の行為以外に用い

られることが明らかな時は、許可申請が不要となる見直しを行った。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係  
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 補完的輸出規制対象地域の削減 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

安全保障輸出管理規制は、「国際的な平和及び安全の維持」という目的を達成するため
に最低限必要なものに限定し、民間企業の事業活動にとって不必要な妨げにならないよう

にすべきである。 
 その一環として、輸出貿易管理令別表第 4 の 2 に掲げる国を大幅に拡大する等により、

補完的輸出規制の対象地域を大幅に削減すべきである。 

 我が国の補完的輸出規制の対象地域は、まず全地域を対象として、別途、規制対象とし
ない国を輸出貿易管理令別表第 4 の 2 に掲げるネガティブ・リスト方式を取っているが、

欧米諸国は、規制対象となる国のみを規定するポジティブ・リスト方式である場合が多い。
結果として、我が国の規制対象国の数は欧米諸国に比べて格段に多くなっており、民間企

業の事業負担がきわめて大きい。我が国のみが欧米諸国と根本的に異なる性格の規制を導

入している必要性及び根拠はない。 

⑤関 係法 令  外国為替及び外国貿易法第 25 条・48 条 

輸出貿易管理令第 4 条 1 項 4 号、別表第 4
の 2 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 
 

 
 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 従来全地域を規制対象地域としていたが、平成 13 年 12 月 28 日の改正により、補完的輸出規制の対象地
域から米国、ＥＵ等の 25 カ国を対象外としたところである。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 
 

行政手続法の適用除外の撤廃 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 外国為替及び外国貿易法第 55 条の 12 の改正により、安全保障輸出管理に係る許可につ
いて、原則として、行政手続法第 2章及び第 3章を適用すべきである。 

 また、標準処理期間については、現在の 90 日以内から 30 日以内まで短縮すべきである。 
（理由） 

 現在輸出管理の許可申請において、不許可とされる事例は事実上ほとんどない。これは

許可されないと判断される申請は受理されないか、あるいは申請取り下げを求められるた
めである。しかし不許可でなく、受理されない場合、契約相手から輸出者側の責任とされ、

契約不履行による損害賠償請求を受けることがある。 
 行政手続法が適用されれば、申請が許可されないこと及びその理由が明らかにされるこ

ととなる。この結果、「国際的な平和及び安全の維持」という規制目的の達成を妨げるこ

となく、公正性及び透明性を確保したうえでの許可手続が行われるとともに、民間企業の
円滑な事業活動に資することとなる。他方「国際的な平和及び安全の維持」という目的の

達成にとって最低限必要な場合、規制当局による国家の安全保障に係る情報の不開示を例
外としてみと認めうる。審査の標準処理期間に関しては、行政手続法が適用されないため、

申請が受理されるまでに事前相談に行くための期間が審査期間に含まれない。結果として、

こうした期間を含めた場合、事実上 90 日を超えることが多い。標準処理期間が大幅に短縮
されれば、現在よりは事業活動を迅速に行うことができるようになり、コスト削減にもつ

ながる。 

⑤関 係 法 令 外国為替及び外国貿易法第 25 条・48 条 

輸出貿易管理令 
外国為替令 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 
 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

 

⑨対応の状況 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 外為法 25 条及び 48 条に基づく規制対象貨物及び技術の輸出許可申請の審査にあたっては、我が国及び他

の国々の安全保障に係る機密情報等の対外秘を前提に入手するものを主要な判断材料とし、国際的な平和及

び安全の維持の観点から、仕向国、最終需要者、最終用途、取引の内容、国際情勢等について総合的に判断
を行っている。 

 したがって、これらの許可申請に対する許可、不許可等について、審査基準や処分基準の公表、理由の提
示等行政手続法の規定を適用することは、国際的な平和及び安全の維持の観点から重大な問題を招来すると

ともに、外交上の障害となるおそれもあることから、引き続き行政手続法第二章及び第三章の適用除外とす

ることが適当である。 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 
 

 
 

輸出貿易管理令第 5 条「許可を要しないもの」に関する確認の廃止 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

輸出貿易管理令第 5 条の「…又は当該許可若しくは承認を受けることを要しないことを確
認しなければならない。」の部分を削除し、輸出許可を要しないものに関する税関による

確認を廃止し、疑義あるもののみの確認とすべきである。 

⑤関 係 法 令 

 

 

輸出貿易管理令第 5 条 1 項 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 
 

 

輸出貿易管理令第 5 条では、税関は、輸出品が規制対象品目である時に輸出許可がある
ことを確認することだけでなく、通関において許可を要しないものに関しても、すべて輸

出許可を要しないことを確認しなければならない旨が定められている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  
 我が国は、安全保障に関する各種国際条約及び国際会合における合意等を踏まえ、国際的な平和及び安全

の維持を妨げることとなる貨物、技術について、外国為替及び外国貿易法に基づき輸出管理を厳格に実施し
てきている。 

 こうした規制対象としている貨物について、万が一、我が国から無許可で輸出され、核兵器製造、ミサイ

ル開発をはじめとした懸念用とに用いられることとなった場合には、国際的な平和及び安全の維持に重大な
事態を生じさせることとなる。このため、こうした事態が生じないように未然に防止することはきわめて重

要であり、輸出貿易管理令第 5 条に基づき、経済産業大臣の指示に従い、税関が輸出貨物について輸出貿易
管理令別表第 1 に該当するか否かを必要に応じて確認することは必要不可欠である。 

 なお税関における確認の円滑化を図るため、省令等により規制対象の更なる明確化に努めると共に、現行

のパラメータシート等による非該当の証明以外の確認の方法として、財団法人安全保障貿易情報センター
（CISTEC）のリストに収載されている品目の充実を図ることとし、平成 12 年 7 月までに生物兵器製造関連

資機材、化学製材原料関連等の 9 分野について公表を可能とした。 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 

 

 

 



 37

【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

④項  目 
 

 
 

32 ビット未満の「電子計算機」の輸出規制対象からの除外【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

輸出管理規制の対象となる「電子計算機」に関して、論理演算ユニットのアクセス幅のビ
ット数が 32 ビット未満のものを規制対象から除外すべきである。 

⑤関 係 法 令 

 

 

輸出貿易管理令別表第 1 

輸出貿易管理令別表第 1 及び外国為替令別

表の規定に基づき貨物又は技術を定める
省令第 6 条・第 7 条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 
 

 
 

 

 

輸出貿易管理令別表第 1 及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令に

おいて、外国為替法第 48 条 1 項の規制対象となっている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 コンピュータの輸出を規制する輸出管理令別表第 1第 7 条第 3項ハは通常兵器に係る国際輸出管理レジー
ムであるワッセナー・アレンジメント（ＷＡ）における国際合意を正確に反映しつつ、かつ我が国の規制体

系の中で可能な限りわかりやすく規定しているものである。 

 敷居値の単位については、現在のＷＡの合意では、MTOPS（ﾒｶﾞﾄｯﾌﾟｽ）が採用されており、昨年新たな規
制単位の導入にかかる検討を提案する動きがあったが、実現するには至らなかった。 

 現在は、この MTOPS の規制敷居値の単位はそのままとし、その敷居値を適正なものとするための議論が行
われている。そうした中で、米国がコンピュータに係る国内規制敷居値を 19 万メガ演算まで引き上げるこ

とを踏まえ、現在ＷＡにおいてコンピュータの規制について議論しているところである。その結論によって

は、コンピュータの規制が大幅に緩和され、要望の趣旨が満たされることとなる。 
 我が国としては、業界要望等を踏まえ、積極的に議論に参加しており、議論の動向を注視していく必要が

あると考えている。 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係  
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑤項  目 
 

 
 

軍用の定義の明確化【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

輸出貿易管理令別表第 1 の第 1 項に掲げる貨物に関して、「軍用」の定義を明確化すべき
である。 

⑤関 係 法 令 

 

 

外国為替及び外国貿易法第 25 条・第 48 条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 
 

 

外国為替及び外国貿易法では、輸出貿易管理令等の関係政令で定められる特定の技術や物
資を特定の地域に提供・輸出する場合には、経済産業大臣の許可を得なければならない。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 ご指摘の輸出貿易管理令別表第一の一の項で用いている「軍用」という用語は、単に軍隊において使用さ

れるとの意味ではなく、当該貨物の形状、属性等から、専ら軍隊において使用されるものであると客観的に

判断されるものを意味する。 
 なお、我が国は、武器の輸出について武器輸出三原則等に基づき厳格な規制を実施しており、輸出令別表

第一の一の項に該当する貨物の輸出については、個々の案件毎に、国際的な平和及び安全の維持の観点から、
特に慎重な審査を行うことが適当である。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑥項  目 
 

 
 

コンプライアンス・プログラムの届出制の廃止 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

 コンプライアンス・プログラムの届出制を廃止すべきである。 
（理由） 

 コンプライアンス・プログラムが一般包括輸出許可の条件になっている場合を別とすれ

ば、コンプライアンス・プログラムを輸出管理当局に届け出ることとしている先進国は日
本だけであり、その必要性及び根拠はまったくない。 

 さらに、コンプライアンス・プログラムにおける要請内容は、法令を遵守するために最
低限必要な範囲を超えており、事実上、当局が企業の輸出管理に行政指導を行うための手

段となっている。 

 

⑤関 係 法 令 
 

 

 

大臣名による通達 
「不拡散型輸出管理に対応した輸出関連

法規の遵守に関する内部規程の策定又は

見直しについて」（6 貿第 604 号、平成 6
年 6 月 24 日） 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

 
 

 

 外為法上規制されている貨物等を生産又は輸出する企業自らも安全保障貿易管理を実施

することが重要であるとの認識の下に、昭和 62 年 9 月、通商産業大臣名の通達で各輸出関
連団体あてに輸出関連法規の遵守に関する内部規定の整備を柱とする輸出関連法規の遵守

徹底を要請。これを受けて、輸出企業から輸出管理規定（コンプライアンス・プログラム：
ＣＰ）を受理している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 世界的に大量破壊兵器の開発や拡散の懸念が非常に深刻なものとなっており、こうした状況の中、我が国

から懸念輸出が発生すれば、国際的な安全保障に大きな支障を及ぼす問題に発展する恐れがある。 こうし
た状況を未然に防ぐためには、政府として、各輸出企業の輸出管理がより実効性のあるものとなるように、

ＣＰの届出を通じ、適宜適切にアドバイスを行っていくことが重要である。 
 特に、今日導入したキャッチオール規制において、その必要性はますます増加している。 

 また、そもそもＣＰは、政府の要請を踏まえて、各企業が自主的な判断により策定し届出を行っているも

のであり、強制されているものではない。また、届出企業の中には、ＣＰ届出を輸出管理徹底の後ろ盾にし
ている企業も多く、届出制の継続希望の声も大きい。 

 なお、コンプライアンス・プログラムは特定包括許可の要件であって、一般包括許可の要件ではない。 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課安全保障貿易検査官室 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係  
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑦項  目 
 

市販されていない暗号製品に関する規制緩和【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

市販されていない暗号製品（56 ビット超）の輸出許可に関して、以下の規制緩和措置を取
るべきである。 

①輸出貿易管理令第 4 条第 1 項第 5 号の「本邦内における」を削除する。 
②市販が予定されている製品に関して、販売前のサンプルや海外生産のために部品を輸出

する場合は、規制対象から除外する。 

③所謂ホワイト国向け及び特定四カ国向けを除く、その他の地域向けの輸出許可を一般包
括輸出許可制とする。 

（理由） 
①「国際的な平和及び安全の維持」という規制目的を考えると、本邦内における販売態様

のみを考慮する必要性及び根拠はまったくない。例えば、国内で市販されていない暗号製

品（56 ビット超）であって、その他の地域のみで市販するために輸出したり、国内での市
販前にサンプル等をその他の地域向けに輸出したりする際には、個別許可が必要になる。

こうした個別許可は、輸出者に時間とコストの面で多大な事業負担を課している。 
②市販が予定されている場合に、サンプル品や海外生産のための部品を規制対象とする必

要性はない。 

③一般包括輸出許可制になれば、事業上の負担が大幅に軽減される。 
 

⑤関 係 法 令 輸出貿易管理令第 4 条・1 項 5 号 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

 

⑨対応の状況 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明） 

 暗号製品については、平成12年12月の改正で、暗号鍵の敷居値の撤廃により大幅な規制緩和を行っている。 
 要望のサンプル製品等の輸出については、上述の大幅な規制緩和以後も規制対象となっている高度な技術
を用いた製品であること、また輸出の時点では市販されていない（入手が容易でない）ことから、個別に審

査することが適当である。 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑧項  目 
 

一般包括輸出許可における「その他の軍事用途規制」に関する規制緩和【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

「一般包括輸出許可等取扱要領」に関して、大量破壊兵器以外の「その他の軍事用途に用
いられる場合」を、失効（別表第 4 の 2 地域以外の地域向け）あるいは相談（別表第 4 の 2

地域向け）の要件から除外すべきである。 
（理由） 

 従来、補完的輸出規制において許可が必要となる対象は、輸出貿易管理令別表第１に掲

げる 16 項目に限定されていた。しかし、「一般包括輸出許可等取扱要領」によって、大量
破壊兵器の開発以外の軍事用途に用いられる場合に関して、必要性及び根拠が明らかにさ

れないまま、規制対象が限定されず、キャッチ・オールに近い、全く新たな規制が導入さ
れた。 

 こうした規制は国際的にも例がなく、事業上の負担がきわめて重い。米国では、大量破

壊兵器以外であれば用途による規制はない。またＥＵでも、大量破壊兵器以外の規制は、
武器禁輸国への通常兵器の輸出に対象が限定されている。 

 上記のような規制緩和が行われれば、事業上の負担が大幅に軽減される。 
 

⑤関 係 法 令 

 

「一般包括輸出許可等取扱要領」（6 貿第

211 号、平成 13 年 5 月 16 日） 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 その他の軍事用途に用いられる場合については、国際的な平和及び安全の維持の観点から、個別に許可申
請を行う、また、別表第 4 の 2 の地域については、当省に相談していただくことが適当である。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑨項  目 
 

再移転規制に関する規制緩和【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

許可申請時の誓約書に関して、以下のような措置を取るべきである。 
①需用者が確定している場合には、需用者から再移転の事前同意を求められた場合に限り、

輸出者が経済産業省の事前同意を得ることとする。 
②需用者が確定していない場合には、特定の懸念地域に再輸出しない旨の輸入者からの誓

約書の提出のみとする。 

（理由） 
 我が国に導入された再移転規制は、国際的に例がなく、事実上の域外適用に当たる。 

 米国の再輸出規制に関して、我が国政府は域外適用であるとして避難しているが、その
規制でも、輸出者が輸出時にその後の再輸出を知らなければ再輸出に関する責任が生じな

い。 

 以上のような規制緩和が行われれば、我が国企業の事業上の負担が大きく軽減され、国
際競争力が向上する。 

 

⑤関 係 法 令 輸出貿易管理令第 5 条 1 項 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

輸出貿易管理令第 5 条では、税関は、輸出品が規制対象品目である時に輸出許可があるこ
とを確認することだけでなく、通関において許可を要しないものに関しても、すべて輸出

許可を要しないことを確認しなければならない旨が定められている。 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 安 全 保 障 貿 易 管 理 に 係 る 審 査 は 、 需 要 者 及 び 用 途 を 主 と し て 行 う も の で あ る 。 需 要 者 未

確 定 ケ ー ス で の 輸 出 許 可 に つ い て は 、 誰 に 再 販 売 、 再 輸 出 等 し て も 懸 念 が な い と い う こ と

は な く 、 再 販 売 、 再 輸 出 等 の 前 に 需 要 者 確 定 ケ ー ス と 同 様 需 要 者 ・ 用 途 等 の 審 査 が 必 要 で

あ る 。  

 な お 、 ① に つ い て は 、 需 要 者 か ら 再 販 売 、 再 輸 出 等 の た め の 事 前 同 意 を 求 め ら れ た 場 合

に の み 当 省 の 事 前 同 意 を 得 る こ と を 要 す る と し 、 措 置 済 み で あ る 。  

 ま た 、 ② に つ い て は 、 貨 物 の 輸 入 者 の 誓 約 書 に 記 載 さ れ て い る 予 定 さ れ る 又 は 予 想 さ れ

る 貨 物 の 販 売 先 又 は 移 転 先 の う ち 、 当 省 が 事 業 内 容 が 明 確 で あ る こ と 等 に よ り 特 段 の 懸 念

が な い と 認 め る も の に 対 し て 貨 物 の 輸 入 者 が 貨 物 の 販 売 又 は 移 転 を 行 う 場 合 に は 、 輸 出 者

の 誓 約 書 に お い て 予 定 さ れ る 又 は 予 想 さ れ る 販 売 先 又 は 移 転 先 と し て 事 前 同 意 を 得 る も の

の 対 象 外 と し て 明 記 さ れ る 限 り に お い て は 、 事 前 同 意 を 得 る 必 要 は な い と し た 。  

  
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 輸出貿易管理令別表第２に関する規制緩和 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 安全保障輸出管理規制は、「国際的な平和及び安全の維持」という目的を達成するため
に最低限必要なものに限定し、民間企業の事業活動にとって不必要な妨げとならないよう

にすべきである。 
 その一環として、輸出貿易管理令別表第２に掲げる貨物に関して、個人使用のための小

売用の包装にしたものを規制対象外にする規定を導入すべきである。 

 

⑤関 係 法 令 
 

 

外国為替及び外国貿易法 
輸出貿易管理令 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 外国為替及び外国貿易法第４８条、及び輸出貿易管理令（輸出令）第１条又は第２条の

規定に基づき、国際的な平和及び安全の維持、国際収支の均衡の維持並びに外国貿易及び
国民経済の健全な発展、という観点から、以下のものについての輸出にあたっては経済産

業大臣の許可又は承認を要することとしている。 

(1) 安全保障のための輸出規制  ［許可］（外為法第４８条第１項及び輸出令第１条）  
  国際的な平和及び安全の維持を妨げることとなるものとして輸出令第１に掲げら

れるもの（武器、原子力関連、化学・生物兵器関連、ミサイル関連、通常兵器、補完
的輸出規制対象品目） 

(2) 国連経済制裁等その他の輸出規制 ［承認］（外為法第４８条第３項、輸出令第２条、      

 輸出令別表第２） 
 ①国連経済制裁実施のための規制（イラク、アンゴラ） 

  ②国内の需給逼迫の回避等を図るもの（核燃料物質、魚粉、配合飼料等） 
 ③輸出急増等防止のために必要なもの (漁 船 ) 

 ④輸出禁制品（国宝、麻薬等） 

 ⑤国際協定等の遵守を図るもの（麻薬新条約に基づく麻薬及び向精神薬原材料、ワシン 
  トン条約に基づく野生動植物、バーゼル条約に基づく特定有害廃棄物等） 

 

⑧計画等にお

ける記載の状
況 

 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

 輸出貿易管理令別表第２に掲げる貨物は、「国際収支の均衡の維持並びに外国貿易及び国民経済の健全な
発展に必要な範囲内」で輸出管理を行うものである。他方、輸出貿易管理令別表第１に掲げる貨物は「国際

的な平和及び安全の維持」を目的とする安全保障輸出管理を行っているものであり、規制目的が相違。 
 麻薬及び向精神薬の不正取引に関する国際連合条約（麻薬新条約）並びに化学物質タスクフォース（麻薬

等原料の不正な麻薬製造への流用の防止策をまとめる会合）による規制への対応として輸出令別表第２に規

定し輸出の承認に係らしめてきている。 
 本規制においては仮にたとえ少量の麻薬等原料であっても当該原料が輸出される事態が発生した場合に

は麻薬新条約及びタスクフォースの規定違反として、また、麻薬による反社会的行為を助長する行為として
国際的な非難を受けるとともに、特に、規制を実施している先進諸国から非難を受けることとなり、我が国

経済が基盤としているこれらの各国との密接かつ友好的な協力関係に重大な支障を及ぼすこととなる。 

 したがって、少量（小売用に包装）であっても規制の対象外とするのは適当ではない。 
 ただし、アセトン、エチルエーテル、エチルメチルケトン等６品目については、麻薬新条約において規制

度が緩く工業原料としての用途が広く、試薬又はサンプル等極めて少量の取引実態があることから少額（３
０万円以下）であれば特例として輸出の承認を不要としている。 

 

⑩担当局課室等名 

  

貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

⑩項  目 
 

 
 

輸出管理規制の事前照会手続の徹底【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

既存の規制体系は、量が膨大なだけでなく、構造が重層的で非常に複雑かつ難解であり、
許可申請に際して、事前に照会する機会も多い。以下のような措置を取ることにより、輸

出者にとって利用しやすいものとすべきである。 

 輸出許可申請の事前照会に関して、いわゆるノーアクションレター制度を徹底する事に
より、基本的にすべての輸出者からの照会に対して文書による回答を行うべきである。 

（理由） 
 ノーアクションレター制度が徹底されれば、輸出許可手続の公正性及び透明性が確保さ

れることとなる。現在の CISTEC による事前相談は、情報料あるいは年会費を請求する方式

となっており、特に輸出規模の小さい中小企業等にとっては、事業上の負担がきわめて大
きい。 

 

⑤関 係 法 令 

 
 

外国為替及び外国貿易法第 25 条・48 条 

輸出貿易管理令・外国為替令 
「行政機関による法令適用事前確認手続

の導入について」（平成 13 年 3 月 27 日閣
議決定） 

「経済産業省における法令適用事前確認

手続に関する細則」（平成 13 年 5 月 31 日） 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

⑨対応の状況 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明） 

 輸出許可申請の事前照会については、ノーアクションレター制度と、安全保障貿易審査課が行っている事
前相談手続の両方が利用できる。 

 なお、ノーアクションレター制度を利用した場合には、個別の相談内容についてはホームページ上等で公
開されることとなる。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 性能規定化における電気用品技術基準としてのＪＩＳの引用 
 

④意見・要望等
の内容 

 電気用品の技術基準の性能規定化を進める中で、詳細な技術的要求事項を定める部分に
ついては現行基準を早急に廃止し、既にＩＥＣ規格への整合化の進むＪＩＳを採用すべき

である。 
 技術基準の性能規定化及びＪＩＳの採用については、国が検討の場を適切な機関に諮問

し、その答申に基づいて取り組みを加速させるとともに、現行基準の廃止時期を設定する

等、今後の計画及びスケジュールを明確にすべきである。なお、その際には、製造事業者、
輸入事業者が不利益を被ることがないように電気用品毎に適切な期間を設定すべきであ

る。 
 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要  電気用品安全法の規定に基づき、電気用品の技術上の基準を定める省令を制定。当該基

準において従来からある基準と国際基準（ＩＥＣ規格）に準拠した基準の二つが定められ

ており、事業者にあっては、いずれかの技術基準を遵守することとなっている。 
 

⑧計画等にお
ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：平成１４年３月ＪＩＳ取り入れ） 
 

 
（説明） 

 
 技術基準の国際整合化については、我が国における電気用品の安全性の確保の観点から、その妥当性を検

証した上で、適時整合化を図っているところ。 

 安全確保を目的とした電気用品安全法においては、法目的の異なる工業標準化法に基づくＪＩＳを無条件
に直接適用することは困難であるが、当該ＪＩＳが電気用品の安全確保といった方目的に合致した内容であ

る場合に限っては、電気用品の技術上の基準として採用することとしており、今般、経済産業大臣が認める
基準としてＪＩＳを採り入れた。なお、性能規定化のあり方については検討を行っているところであり、Ｊ

ＩＳの活用の方法等についても検討の対象としたい。 

 
 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
 

商務情報政策局消費経済部製品安全課 
資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 電気用品の型式区分の廃止 

④意見・要望等

の内容 

 電気用品の型式区分に関する規定は撤廃し、届出の単位を電気用品の区分と変更すべき

である。 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

電気用品安全法第３条において、電気用品の製造又は輸入の事業を行う者は、名称、住所、

型式区分、工場所在地等について届けでなければならない。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

該当なし 

 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明） 
 今般の電気用品安全法の施行に伴い、製品安全の確保の重点は、製品流通前の規制から流通後の規制へと

移ったところ。 
 製品流通後の規制を実効あるものにするためには、事業者に対する立入検査等の措置を迅速かつ適切に講

じることが必要となるが、そのためには、事業者の製造、輸入に係る基本的な情報について行政が予め把握

しておくことが不可欠である。また、法の主旨に照らして当該措置の対象を必要最小限のものとするために
も、その届出の単位は、概ね同様の性質を有すると認められる範囲の構造、材質、若しくは性能を示すもの

とすることが適切である。したがって、届出の単位は、電気用品の型式の区分とすることが必要である。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 電気用品の型式区分に基づく表示禁止命令発動の廃止 

 

④意見・要望等

の内容 

 表示禁止の発動単位は、型式区分ではなく、違反のあった当該機種とすべきである（ま

た、別要望書「電気用品の型式区分の廃止」に示すとおり、型式区分は廃止すべきである）。 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

電気用品安全法第１２条において、問題があった電気用品の届出に係る型式の電気用品に、
表示を付することを禁止することができる。 

⑧計画等にお

ける記載の状
況 

 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明） 
 電気用品の型式の区分は、概ね同様の性質を有すると認められる範囲の構造、材質若しくは性能を示すも

のとして定められており、当該範囲に従って届出がなされた製品の仕様の変更の際の安全性の同等性を認め

ている。 
 一方、機種の区分は、電気用品としての安全性が同等である製品についても、筐体の色やデザインが異な

ること等をもって、異なる機種として区分がなされている。 
 電気用品の安全を確保するためには、届出事業者が製造又は輸入を行っている電気用品が技術基準不適合

品である場合等において、立入検査、報告徴収を適切に実施し、必要に応じて危険等防止命令、表示の禁止

命令を迅速に講じることが必要となるが、機種毎に当該措置を講じる場合、上記のような機種の性格から、
当該届出事業者が同様の性質を持つ電気用品を技術基準不適合のまま別の機種として製造又は輸入を行っ

たとしても、これらの流通を防止することができない。 
 したがって、電気用品の安全性を確保するためには、当該届出事業者に対し、同一性が認められる一定の

範囲の電気用品について、その型式の区分に応じた禁止措置をとることが必要である。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 電気用品の表示方法の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 特定電気用品以外のマーク表示義務は廃止すべきである。 

 輸入事業者の名称を付すことを不要とし、電気用品取締法同様、製造事業者名の記載と

すべきである。 
 

 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 電気用品安全法第１０条において、届出事業者は、技術基準適合義務等を履行した場合、
経済産業省令で定める方式による表示を付することができ、電気用品安全法施行規則第１

７条において、記載すべき事項として、届出事業者の氏名又は名称が定められている。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし。 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  
 電気用品安全法においては、事前規制における政府認証を廃止し、自己確認体系へと移行したところであ

る。自己確認体系においては、国における安全確保策として事後措置の充実を図ることが不可欠であること
から、安全性に係る我が国事業者の責任の所在を明らかにするために、その製造又は輸入に係る電気用品に

マーク及び届出事業者名等所要の表示を付することが必要である。また、当該事業における消費者への責任

の所在は国内事業者にあること及び、海外の製造事業者へは同法の適用が及ばないことから、海外の製造事
業者名の記載とすることは困難である。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 

 

電気用品安全法非対象品に組み込む電気用品の指定解除 

④意見・要望等

の内容 

 輸入電気用品を国内で電気用品安全法非対象品に組み込む場合、当該電気用品は電気用

品安全法の対象外とすべきである。 
 

 
 

④  関 係 法
⑤ 

電気用品安全法 ⑥共管 なし 

⑥制度の概要 

 

 
 

 
 

電気用品安全法第３条において、電気用品の製造又は輸入の事業を行う者は、届出をしな

ければならない。 

 
 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  
 電気用品が組み込まれた電気用品安全法非対象電気製品にあっては、輸入される状態以外の状態（電気用

品部分のみでの流通等）を想定する必要はないが、国内において同法非対象電気製品に組み込むことを前提
に輸入された電気用品の場合は、電気用品単体で国内市場に出回ることが可能であるため、電気用品安全法

の対象外とすることは困難。 

 
 

 
 

 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 
資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 機器と一体的に使用されている直流電源部の特定電気用品以外への移行 

 

④意見・要望等

の内容 

 機器と一体的に使用される直流電源装置は、特定電気用品から特定電気用品以外に移行

すべきである。本電源部は、製品と一体で販売、使用されるものであり製品と一体で安全
基準への適合性評価がなされるようにすべきである。 

 
 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 ⑥共管 なし 
 

⑦制度の概要 電気用品安全法第２条において、電気用品が定義され、その中でも特に危険又は障害の発

生するおそれが多い電気用品であって政令で定めるものにあっては、特定電気用品として

他の電気用品とは区別をすることとが規定されている。特定電気用品の場合、他の電気用
品が履行すべき義務の他、適合性検査の受検等が追加される。 

 
 

 

⑦計 画 等 に お

け る 記 載 の

状況 
 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 限定された用途のために直流電源装置と当該機械器具とを一体不可分の関係において使用する構造のも
のにあっては、負荷としての当該電気用品名をもって電気用品として取り扱っている。 

 一体不可分でないものは、国内市場に流通し他の電気用品とともに使用される可能性があることから、電
気用品安全法の対象外とすることは困難である。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 海外への土産用電気用品の例外承認申請の廃止 

④意見・要望等

の内容 

 電気用品安全法に以下の条文を追加することにより、海外への土産用電気用品の例外承

認申請の要求を廃止し、事業者による自己管理とすべきである。 

第８条第１項ただし書き 
「日本国内での使用を意図していない電気用品を製造、又は輸入する場合にあっては、当

該用品の包装等に「日本国内では使用できない」旨の表示が付されているとき」 
さらには、海外の土産品以外の電気用品についても例外承認制度そのものを届出制度へ変

更するか、もしくは廃止の方向で検討すべきである。 

 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 電気用品安全法第８条第１項ただし書において基準適合義務に係る例外が、電気用品安全
法第２７条第２項において販売に係る例外が規定されており、海外への土産用電気用品の

技術基準及び表示の例外承認を受けたい場合は、電気用品安全法施行規則第１０条及び第
１８条に定める方式により、国に申請しなければならない。 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし。 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 電気用品の安全確保の観点から、国内流通の際には当該電気用品の技術基準への適合が必要不可欠である
が、外国での使用等特定用途への使用のため国内に流通しない電気用品に対しては、当該外国の規格に適合

した電気用品を製造すること等が必要であるため、技術基準への適合義務を除外しているもの。 
 電気用品は、他の製品と異なりその使用状況により、常に感電・火災の危険が生じ得るものであり、事業

者の自己管理に基づく届出制によっては、当該電気用品が確実に当該特定用途に供せられ、また、その用途

に供するために特殊な設計をするものであるかどうかが不明となり、技術基準に適合しない違法電気用品の
国内流通の防止を図ることは困難である。したがって、事業者の申請に基づいて個別に審査を行う承認制度

とすることが適当である。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 電気用品安全法から電設資材の除外 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 電気用品安全法の対象品目を壁面等のコンセントに接続して使用する電気用品（一般消
費者向けに市販される電子応用機械器具等とそれらに使用される部品・部材類）に限定す

べきである。壁面等のコンセントまでの電設資材（事業者間で取引が成され、取り扱われ
る電設資材類）は電気事業法の対象とすべきである。 

 

 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 電気用品安全法第２条において、電気用品安全法の適用範囲となる電気用品について規
定している。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 電気用品安全法において規制対象となる電気用品は、製品の潜在的危険性、製品事故発生の蓋然性等を考

慮して定められているが、電線や配線器具については、その使用状況から、無監視状態で長時間使用される
こととなることから、事故発生の蓋然性が高いものと判断される。 

 よって、電線や配線器具はそれ自体を電気用品として指定し、当該電気用品による危険及び障害の発生を
防止することが必要である。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 
資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 電気用品技術基準から電波妨害規制の削除 

 

④意見・要望等

の内容 

 電気用品安全法の技術基準から、電波雑音に関する技術基準を削除すべきである。さら

に、安全規制は経済産業省、電波妨害規制は総務省と管轄官庁を明確にすべきである。 
 

 
 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 
 

⑥共管 総務省 

⑦制度の概要 電気用品の技術上の基準を定める省令において、電波雑音に関する技術基準が定められ

ている。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 電気用品安全法は、我が国に流通する電気用品による危険及び障害の発生を防止することを目的に定めら
れた法律であり、この「障害」には電波障害が含まれている。当該目的を達成するためには、電波障害に関

する技術基準を定め、製造及び輸入事業者にこれを遵守させることが必要であり、削除することは困難。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 ＣＩＳＰＲ規格の国内規格化審議体制の一元化 

④意見・要望等

の内容 

 通商(24)①の要望が達成されなければ、少なくとも情報通信審議会でのＣＩＳＰＲ規格

の国内規格化答申と、その後、それを電気用品安全法に取り入れるために実施される電気

用品調査委員会での電気用品の技術基準の改定審議を一元化すべきである。 
 

 

⑤関 係 法 令 電気用品安全法 ⑥共管 総務省 

 

⑦制度の概要 電気用品の技術上の基準を定める省令第２項における大臣が認めた基準としてＩＥＣ／
ＣＩＳＰＲ規格を基にした基準が採り入れられている。 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

該当なし。 

 
 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 ＣＩＳＰＲ規格（ＩＥＣ（ 国際電気標準会議）の特別委員会である国際無線障害特別委員会が定める規格）

の国内規格化に関しては、情報通信審議会では無線通信への影響を考慮した妨害波許容値及び測定法に関す

る技術的検討を実施。一方、電気用品調査委員会では情報通信審議会の答申内容を具体的に電気用品への障
害を防止するための技術基準として制度化するための審議を実施。両者は、基本的に検討内容が異なる。こ

のため、両審議を一元化することは困難。 
 なお、ＣＩＳＰＲ規格の国内規格化を円滑に行うために、情報通信審議会においては答申内容を電気用品

の技術基準に反映させることを前提として審議を行っており、また、電気用品調査委員会においても情報通

信審議会の審議状況を注視しながら審議が進められているところ。さらに、双方において関係者の交流（委
員の両委員会への参加）を図ることにより良好な協力関係を確立するなど、両者において効率的な審議及び

運営が図られるように努めているところ。 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

商務情報政策局消費経済部製品安全課 

資源エネルギー庁原子力安全・保安院電力安全課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 ②意見･要望提出者 社団法人 経済団体連合会 
 

③項   目 家庭用品品質表示法から電気機械器具の除外【新規】 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

消費者が購入に際し必要と考えられる情報は、カタログ、ホームページで提供している。
さらに、使用上の注意や製造事業者に関する情報も、製造物責任法（PL 法）や電気用品安

全法に基づき、カタログ、取扱説明書、製品本体に表示されている。 
 電気機械器具を家庭用品品質表示法の対象から除外すべき。 

⑤関 係 法 令 家庭用品品質表示法施行令 別表（第一条

関係）三、電気機械器具品質表示規程 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要  家庭用品品質表示法では、一般消費者が通常生活の用に供する繊維製品、合成樹脂加工
品、電気機械器具及び雑貨工業品のうち、一般消費者がその購入に際し品質を識別するこ

とが著しく困難であり、かつ、その品質を識別することが特に必要であると認められる一
定の家庭用品を対象商品として指定し、成分、性能、用途等の表示事項を規定。これらの

表示は事後規制において活用。 

 電気用品安全法では、届出事業者が技術基準適合性等の義務を履行し、販売時までに電
気用品に表示する事項として、マーク・事業者名等を規定。これらの表示は販売等の、事

後規制において活用。 
 製造物責任法（PL 法）は民法の特別法との位置づけである点で、行政法規である家庭用

品品質表示法、電気用品安全法と異なる。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 家庭用品品質表示法の表示は、一般消費者が日常生活において使用する商品を購入する際に、品質を正し

く認識し、その購入に際し不測の損失を被ることがないよう規定している。 
 一方、電気用品安全法の表示は、使用者の安全確保、違反品の流通防止、製品事故への対応等を図るため

規定されている。 
 それぞれの法律の規定に基づく表示の目的が異なっており、表示を統一するは困難。 

 なお、本体への表示に関する表示項目は、平成９年１２月に家庭用品品質表示法の見直しを行い、表示業

者の負担軽減をはかっており、今後とも適宜、検討を行ってまいりたい。 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

消費経済政策課、消費経済対策課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 非高分子系新規化学物質届出時の魚体を用いた濃縮度試験の見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 非高分子系の新規化学物質を届け出る際に課される魚体を用いた化学物質の濃縮度試験
を見直し、水に難溶性の化学物質については、科学的根拠に基づいたリスクアセスメント

で代用できるよう、上記法律及び命令を弾力的に運用すべきである。 
 

 

 

⑤関 係 法 令 化学物質の審査及び製造等の規制に関す
る法律第３条、第４条第５項 

新規化学物質に係る試験及び指定化学物

質に係る有害性の調査の項目を定める省
令第２条第１項第２号 

 
 

⑥共管 厚生労働省 
環境省 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

 「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（以下、「化審法」という。）第３
条等により新規化学物質の製造等の届出があったときは、厚生労働大臣、経済産業大臣及

び環境大臣は、同法第４条第５項に基づき定められる試験項目により実施される試験の成
績に基づき、生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか等の判定を行うこととされ

ている。 

 上記の試験項目は、新規化学物質に係る試験及び指定化学物質に係る有害性の調査の項
目を定める省令で定められており、生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうかにつ

いては、魚介類の体内における化学物質の濃縮度試験で実施することとしている。 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

該当なし 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 化審法においては、化学物質の環境汚染を通じた人の健康への悪影響を防止することを目的として、化学
物質の性状のうち分解性、蓄積性及び長期毒性に着目して、上市前にこれらの性状の有無を審査し、その有

する性状等に応じて必要な規制を行うこととされている。 
 生体への蓄積性については、新規化学物質に対する規制の適用を判断する重要な性状であるため、より正

確な科学的データに基づき判定が行えるよう、魚類を用いた濃縮度試験の試験成績を用いることとされてい

る。従って、難水溶性物質についても、ＯＥＣＤテストガイドライン等に基づき魚類を用いた濃縮度試験が
実施可能な場合には、その試験結果に基づき審査を行う必要があるが、試験の実施が困難な場合については、

試験成績以外の知見に基づき判定を行うこととなる。 
  

 

 

⑩担当局課室等名 

   

製造産業局化学物質管理課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 貿易一般保険包括保険制度の改善 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

貿易保険制度本来の性質にかんがみ、保険を必要とする企業の任意参加とし、かつ必要と
する案件のみに付保できるようにすべきである。 

 
 

 

 
 

⑤関 係 法 令 貿易一般保険包括保険（自動車）特約書 

 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

 貿易一般保険とは、貿易保険法の中で定められている普通輸出保険、輸出代金保険、仲
介貿易保険の３種類の保険を１つの保険約款（貿易一般保険）の中で扱ったもので、１つ

の保険契約の中で、輸出契約や仲介貿易契約などに係る貨物の生産（集荷）、船積、代金

の決済に至る一連のプロセスの中で発生する損失をてん補する。 
 貿易一般保険の契約には、予め独立行政法人日本貿易保険と特約を結び、一定の期間に

一定の条件を満たしたすべての輸出契約等について保険契約を申し込む「包括保険契約」
がある。独立行政法人日本貿易保険は、日本自動車工業会と貿易一般保険の包括保険特約

を結んでいる。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

該当なし。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
１．１３年４月１日、独立行政法人日本貿易保険（ＮＥＸＩ）が設立され、これまで、経済産業省が直接行 

っていた貿易保険業務については、現在ＮＥＸＩが実施。 

 
２．ＮＥＸＩにおいては、貿易保険業務に係るサービス向上、効率化に努めているところ。 

 
３．日本自動車工業会からの要望事項に関しては、こうしたサービス向上の一環として、当事者間（ＮＥＸ

Ｉと日本自動車工業会）で協議しており、２００４年度末までに結論を出すことで合意済み。 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

貿易保険課  
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 基 準 認 証 関 係  ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目 地域プラットフォーム支援単位の見直し【新規】 

④意見・要望等
の内容 

 

 
 

都道府県及び政令指定都市単位に限られている地域プラットフォームの単位を広域化す
るべきである。 

 

 
 

 

⑤関 係 法 令 新事業創出促進法第１８条 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

 新事業創出促進法第１８条に基づき、都道府県及び政令指定都市（以下、「都道府県等」とい
う）が基本構想を定め、それに基づいて新事業創出支援のための総合的な支援体制（地域プラッ

トフォーム）を整備することに対し、国は支援を行っている。 
 

⑧計画等におけ
る記載の状況 

 

 

該当なし 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難   ■ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 現行制度下においても、都道府県等が共同で事業を行うことで、広域的に新事業創出支援事業を行うことは可能で
ある。 

⑩担当局課室等名 

  

経済産業政策局立地環境整備課  
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【様式】                                 【経  済  産  業  省】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項   目 エチルアルコール輸入関税引き下げ 
 

④意見・要望等
の内容 

２００６年以降のエチルアルコールの関税率を一般化学品なみに設定して欲しい。また、
２００６年より実施の前倒しをして欲しい。 

 

⑤関 係 法 令 関税定率法別表１ 

アルコール事業法第２２条、同法附則第６
条及び第８条 

⑥共管 財務省 

⑦制度の概要 現在、エタノール分９０％以上のエチルアルコール（2207.10.190）を輸入しようとする際

には、ＷＴＯ譲許税率２７．２％が実行税率として賦課される。 

アルコール事業法の規定により２００１年４月１日から５年間（目途）の暫定措置期間中
は、アルコール専売法からアルコール事業法へ移行することによる激変を緩和するため、

ＮＥＤＯに一手購入販売機能を附し、全ての９０％以上の工業用エチルアルコールは、Ｎ
ＥＤＯを介して販売される。また、ＮＥＤＯ及び製造事業者（蒸留酒メーカー等）が工業

用アルコールの原料用として輸入するアルコール（2207.10.120）については、基本税率を

無税としている。 
暫定措置期間終了後はＮＥＤＯの一手購入販売機能は廃止され、アルコール事業法のもと、

自由に輸入販売出来ることとなるが、その際の関税率については見直すこととされている
（平成１３年度関税改正に関する関税率審議会答申）。 

 

 
 

 

⑧計画等にお

ける記載の状
況 

該当なし 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明） アルコール事業法における５年間を目途とした暫定措置期間及びその間における措置について

は、輸入、製造、販売、使用すべての事業者に対して、アルコール専売法からアルコール事業法への移行に
よる激変を緩和するために設けたものである。また、暫定措置期間終了後の関税率については、平成１３年

度関税改正に関する関税率審議会答申において、当該品目の関税率については見直すこととされている。 

  
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

製造産業局アルコール課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 （社）日本化学工業協会 

③項   目 輸出許可取得の緩和【新規】 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

輸出令別表第 3 の 2 に掲げる物質、特に 5－（14）複合材料（セラミックス）については、
5 万円以上のものを輸出しようとする時、輸出許可が必要となっているがこれを緩和してほ

しい。 
 欧米へのセラミックス製品の輸出量増加により、手続が煩雑になっており、迅速なデリ

バリーに支障が生じている。欧米の同業者は自由に輸出を行っているようであり競争力に

も影響が出ている。 
 

⑤関 係 法 令 外為法、輸出貿易管理令 

 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

外国為替法第 48 条第 1 項の規定により、輸出貿易管理令別表第 1の中欄に掲げる貨物の輸
出に際しては、経済産業大臣の許可を取ることとなっている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

⑨対応の状況 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

  輸出貿易管理令別表第1の5―（14）複合材料（セラミックス）は、国際輸出管理レジームにおいて国

際的な平和及び安全の観点から規制することが適当であるとして合意された貨物であり、米国、ＥＵ等のレ

ジーム参加国が自由に輸出しているということはない。 

 我が国では、当該貨物を輸出貿易管理令別表第4の2に掲げる地域（米国等の25ヶ国）向けに輸出する場

合は、一般包括輸出許可を認めており、過剰な規制とはなっていない。 輸出貿易管理令別表第4の2に掲

げる地域以外の地域向けの当該貨物の輸出であって、総価額が5万円を超える輸出については、国際的な

平和及び安全の維持の観点から、取引毎に個別の審査を行い許可の可否を決定することが適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 

   

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 欧州委員会 

③項   目 外国試験・検査機関の承認 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

a. 日本の関係当局が規制手続きを合理化し、国際規格をより多く参照し、適合評価機関の
承認基準を、外国の試験・検査機関を非差別に扱うことを含め、 ISO/IEC 規格と慣行との

調和を図ることを要望する。 
b. 認定またはその他の方法で、該当する ISO/IEC の規格・基準への適合性を証明できる海

外の機関を承認すること。必要な場合は規制手続きを修正し、それらの措置が講じられた

ときには、欧州委員会に通知することを引き続き要望する。 
c. 「承認や指定をするための日本の基準」がどの程度「該当する ISO/IEC 規格・基準」に

当てはまるのかを比較した情報の提供を望む。そのような重要な情報の公開を確実にする
方法の１つとしては、日本政府が下記の情報を一つに取りまとめた、データ・ベースを作

ることであろう。 

(i) 関係する大臣が外国の適合性評価機関を承認することができる法律及びその施行令、
(i i) 当該承認に関する基準、(iii) (ii)の基準の ISO/IEC 規格／ガイドラインとの整合性の

程度 

⑤関 係 法 令 なし 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 なし 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明） 

a,b について  

１． 基準・規格及び検査・検定（以下「基準認証等」という）については、規制改革推進３か年計画に基づ
き、①事業者の自己確認・自主保安を基本とした制度への移行（必要に応じて公正・中立な第三者によ

る検査等を義務づける仕組み（第三者認証）を導入）について検討を進める、②仕様規定となっている
基準については原則としてこれを全て性能規定化するよう検討を進める、等の点について日本政府全体

として取り組んできた。 

２． 昨年４月に上記３か年計画に基づく「基準認証等制度に係る見直し状況」が取りまとめ公表されたが、
同計画に盛り込まれた指針に基づき、自己確認・自主保安化、基準の国際整合化・性能規定化等に向け

て、さらに各府省において見直しが図られる予定である。 
３． また基準・規格への適合性評価を行う第三者機関を政府が指定・認定する場合については、国際的な指

定・認定基準を基礎として用いるとともに、公正性・中立性等の条件が整備される等適切な場合には、

民間企業の参入を認めること等により、認証・検査業務への競争原理の導入を図ることとしている。（経
済構造改革と創造のための行動計画（第３回フォローアップ）） 

４． 例えば、経済省所管の電気用品安全法においては、ISO/IEC ガイドと認定基準の基礎として用いており、
これまでに欧州の機関を含む２外国機関承認実績がある。 

ｃについて 

１． 検査・検定等を行う政府代行機関、第三者機関の指定基準および国際基準との整合性については、昨年 
  ４月、規制改革推進３か年計画に基づき行われた「基準認証等制度に係る見直し状況」の公表において、 

  各府省から各制度の現状が示されたところである。 
 

⑩担当局課室等名 
  

産業技術環境局基準認証政策課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 基準認証関係 
 

②意見･要望提出者 チェーンストア協会 

③項   目 繊維製品の輸入関税の見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

①関税率の引き下げ 
②特恵関税枠の拡大 

⑤関 係 法 令 ＷＴＯ協定、関税定率法、関税暫定措置法 

 

⑥共管 財務省（専管） 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

①我が国の繊維製品（繊維及び衣類）の関税率については貿易加重平均実行税率で１０．

２％（９９年ベース：財務省資料）であり、米国の１４．１％（前出資料）と比べても
低い。 

   今後、ＷＴＯ新ラウンドにより関税の引き下げについても検討される予定。 
 

②特恵関税制度とは、開発途上国の輸出と輸出所得の増大を図り、その工業化と経済発展

の促進を目的として、一方的に途上国に優遇措置を付与する制度であり、供与の水準は
国内産業保護を考慮し設定している。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

該当なし 
 

 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）   
 関税は規制とは異なるもの。 

 
 なお、我が国の繊維製品の関税については、ウルグアイラウンドにおける合意により、現在ＷＴＯへの譲

許に従って関税の引き下げを着実に実施しているところ。 

  また、特恵関税枠については平成１３年度関税改正によりシーリング方式を抜本的に改善し、ＬＤＣ諸国
は無税・無枠となり、更に特恵税率を適用させる額を拡大させ、特恵メリットの均てん化と制度の簡素化を

図っている。 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

製造産業局繊維課通商室、通商政策局通商機構部 
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【様式】                                   【 経済産業省 】 

①分  野 基準認証 ②意見･要望提出者 自動車工業会 

③項  目 輸出貿易管理令別表第１の各項目における規制基準の統一 

④意見・要

望等の内

容 

 

法律は誰が見ても判断ができるものにしていただきたい。 

現行では別表１-2-(12)原子力と 6-(2)では、同じ工作機械でも ISO 基準が異なっていること

により、要否の該非判定をそれぞれの項目に照らし合わせて行っている。同じ機械が日本の法

律で別々に照会しなくてはいけないというのはおかしいのではないか。条項をとおして少なく

とも ISO の基準値程度は統一した数値で徹底してもらいたい。 

法改正は内容をよく吟味して実態にあわせていただきたい。 

⑤関係法令 輸出貿易管理令 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概
要 

外国為替及び外国貿易法第 48 条 1 項において、国際的な平和及び安全の維持を妨げることと
なる特定の貨物を、特定の地域に輸出しようとする場合には、経済産業大臣の許可を受けるこ

ととなっている。具体的な貨物については輸出貿易管理令別表第1の 1～16 項で規定している。 

 

⑧取組方針 □ 措置済・措置予定   □ 検討中  ■ 措置困難    □ その他 

 
□ 措置済       □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

□ 措置予定      □ 具体的措置を検討中 
 

 
 （実施（予定）時期：       ） 

   

（説明） 

 工作機械の輸出を規制する輸出貿易管理令別表 1-2-(12)と 6-(2)は、それぞれ国際レジームである NSG（核

兵器開発に関連する輸出規制）およびワッセナー・アレンジメント（通常兵器ならびに汎用品の輸出規制）
における国際合意を正確に反映しつつ、かつ我が国の法律以下の規制体系の中で可能な限りわかりやすく規

定されているものである。 
 NSG とワッセナー・アレンジメントは、それぞれの目的が核兵器及び関連汎用品の拡散防止と、通常兵器

及び関連汎用品の過剰蓄積の防止と異なっていることから、同一の貨物であっても必ずしも規制内容が同一

でない場合がある。ご指摘の工作機械の敷居値については、規制値を評価するための ISO を最新のものとす
る提案をドイツが行った（我が国も賛同）が、規制すべき対象貨物について安全保障上の理由から、問題が

生じる場合があることが検討の結果判明し、最終的にリスト改訂の合意・コンセンサスが得られなかった。 
 この合意が得られなかった背景と理由については、現在においても状況変化はおきていない。 

 なお、工作機械については、現在、技術進歩、コントローラビリティ（規制の実効性）、フォーリン・ア

ベイラビリティ（レジーム域外国からの調達可能性）の観点から、国際レジームにおいて、活発に規制見直
しの議論が行われているところであり、日本も工作機械の主要供給国として積極的に議論に参加していると

ころである。 
 

(備考) 
 

 
 

 

⑨担当局課室等名 貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易管理課 
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【様式】                                   【 経 済 産 業 省 】 

①分   野 資格制度関係 
 

②意見･要望提出者 自動車工業会 

③項   目 マイクロガスタービンの導入に関する資格要件の緩和 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

運転・工事経験がなくてもボイラー・タービン主任技術者の資格がとれるようにする。 
また、２００ｋＷくらいまで資格がなくても運転できるようにする。 

 
 

 

 
 

 
 

⑤関 係 法 令 電気事業法第４３条 
電気事業法施行規則第５２条、第５６条 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

 火力発電所（内燃力を除く）の運転・工事・維持についてはボイラー・タービン主任技

術者の選任が義務づけされているところ。 
 当該資格の取得については、学歴と実務経歴の双方を要件に審査され交付されている。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

【規制改革推進３か年計画 別添２ 資格制度に係る個別措置事項 （２）必置資格】 

  ボイラー・タービン主任技術者になる条件として必要な実務経験年数を一律に定めるの

ではなく、安全確保に関するマネジメントシステムの社会への浸透等の状況を踏まえ、弾
力的な運用が出来ないか検討する。 

 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 マイクロガスタービンであって３００ｋＷ未満のものについて既にボイラー・タービン主任技術者の選任
を免除する改正を行った。（平成１３年４月２６日付け経済産業省令第１５７号） 

 資格要件の緩和については、マネジメントシステムの浸透状況等を踏まえて検討。 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

   

原子力安全・保安院  電力安全課 
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【様式】                                      【 経 済 産 業 省 】 

①分   野 資格制度関係 
 

②意見･要望提出者 自動車工業会 

③項   目 電気工事士定期講習の廃止 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

講習内容が有資格者のレベルを確認する訳でもなく、受講料を徴収されるだけで意味の無
い物となっている。現在のような意味の無い定期講習会は撤廃して頂きたい。 

 
 

⑤関 係 法 令 電気工事士法第４条の３ 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

電気工事士法に基づく第一種電気工事士は、第一種電気工事士免状の交付を受けた日から
５年以内毎に、経済産業大臣が指定する者が行う自家用電気工作物の保安に関する講習を

受けなければならない。 
 

 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

該当なし 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明） 

 自 家 用 電 気 工 作 物 は 、 多 様 な 電 気 設 備 で 構 成 さ れ て い る ば か り で な く 、 構 造 的 に 複 雑             

であり、また性能、機能等における技術進歩が速いため、この自家用電気工作物の電気工事に携わる第一種
電気工事士は、常に技術の進歩に合わせて電気工事及び保安に関する知識、関係法令等に関する知識を更新

していくことが、保安の確保を期す上で必要不可欠である。 
 このため、個人経営者や民間企業職員の別なく、全ての第一種電気工事士の定期講習の受講が必要となり、

第三者機関による全国統一的な講習の運営を図るものである。 

 また、受講手数料については、適正な原価計算によるものと認識しており、必要に応じ見直しを実施して
いる。 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

原子力安全・保安院  電力安全課 
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【様式】                                 【 経 済 産 業 省 】 

①分   野 資格制度関係 
 

②意見･要望提出者 個人及び全国電気管理技術者協会連
合会 

③項   目 電気主任技術者の不選任承認制度 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

・電気主任技術者の選任に際し、外部委託は法人ではなく個人の管理技術者にする   
べき。 

・自家用電気工作物の保安監督業務の外部委託に関し、主任技術者免状の交付を受けてい
る者を有する法人にも受託できるようにすることに反対。 

・電気主任技術者の外部委託先の拡大に反対。 

 
 

 
 

⑤関 係 法 令 電気事業法施行規則第５２条第２項 
 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

  自家用電気工作物を設置する者は電気主任技術者を選任しなければならないが、7000 ボ

ルト以下で受電する需要設備等については、電気工作物の保安が確保される場合には、特
定の要件を有する者に保安業務を委託し、電気主任技術者を選任しないことができる（不

選任承認）。 
 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

【規制改革推進３か年計画 別添２ 資格制度に係る個別措置事項 （２）必置資格】 

  電気主任技術者の果たすべき業務を外部委託できる相手方は、現状では、指定法人（各
地の電気保安協会）及び主任技術者免状の交付を受けている者（個人）となっているが、

保安の確保を前提に、主任技術者を雇用している等一定の要件を満たす法人が一定の条件
の下で委託を受けることを可能とする方向で検討する。 

 

【公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画  別表５】 
  自家用電気工作物の保安監督業務 ： 自家用電気工作物の保安監督業務の委託を受ける主

体に対する指定の仕組みを廃止する。 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

平成１３年１２月から総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会において、電気
主任技術者の外部委託先を拡大（自家用電気工作物の保安監督業務の委託を受ける主体に対する指定の仕組

みを廃止）する方向で検討中。 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

原子力安全・保安院  電力安全課 
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【様式】                                  【 経済産業省 】 

①分   野 資格制度関係 ②意見･要望提出者 個人 

③項   目 弁理士資格取得の容易化・業務独占の廃止 

④意見・要望等

の内容 

弁理士試験の合格率を引き上げ、多くの技術者が弁理士になれるようにするか、弁理士の

業務独占を廃止するべきである。 

⑤関 係 法 令 
弁理士法第９条 

弁理士法第７５条 
⑥共管 なし 

 
⑦制度の概要 

・弁理士試験は、弁理士となろうとする者に必要な学識及びその応用能力の判定を目的に
行われる（弁理士法第９条）。 

 
・弁理士でない者が報酬を得る目的を持って業として弁理士業務を行うことは禁止されて

いる（弁理士法第７５条）。 

 
⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

規制改革推進３か年計画 
（別添２）資格制度に係る個別措置事項  

  (1)業務独占資格制度 

  ③明確で合理的な理由のない受験資格要件の廃止、⑦合格者数の見直し、⑩資格取得
の容易化、⑮資格者数の増大 等 

 
規制緩和推進３か年計画（再改定） 

 １５ 資格制度関係 

(1) 業務独占資格等 i)横断的見直し 
  ③明確で合理的な理由のない受験資格要件の廃止、⑧関連・類似資格の統合、試験・

講習科目の共通化・免除、履修科目の免除、⑩資格取得の容易化 ⑮資格者数の増大 
 

規制緩和に関する意見・要望のうち、現行制度・運用を維持するものの理由等について 

 （平成１２年４月 総務庁） 通－１１３ 等 

 
⑨対応の状況 

 
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

                                  （一部措置済み） 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：平成１４年 ） 

（説明） 

【弁理士資格取得の容易化】 
１． 弁理士法（平成１２年法律第４９号、平成１３年１月６日施行）及び弁理士法施行令（平成１２年政令

３８４号、平成１３年１月６日施行）により、平成１３年弁理士試験から、予備試験を廃止した。 

２． 同様に、弁理士法及び弁理士法施行令により、平成１４年の試験から既存の資格試験で十分な能力あり
と判断された科目について受験免除措置を講じ、さらに論文式試験科目の受験科目数を削減した。 

３． 以上により、試験制度の簡素合理化を図った。  
 

【業務独占の廃止について】 

１． 弁理士法は、依頼者保護の観点から、弁理士業務に必要な知識・能力を有しない者が、弁理士業務を行
うことにより、依頼者に不測の損害を与えることを防止するため、弁理士以外の者が弁理士業務を行う

ことを禁止している。 
２． このことを考慮すると、必ずしも弁理士の業務独占規定が、社会的に不要なものとは考えられない。 

３． なお、高度に専門的な知見が必要とされる業務とは必ずしも考えられないもの（特許料の納付、名義変

更の届出等）については、弁理士の独占業務から除外する弁理士法の改正（平成１２年法律第４９号、
平成１３年１月６日施行）を行ったところ。   

 

⑩担当局課室等名 
 

 特許庁総務部総務課 
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【様式】                                   【 経 済 産 業 省 】 

①分   野 資格制度関係 
 

②意見･要望提出者 日本ボイラー・圧力容器工業組合 

③項   目 ボイラー・タービン主任技術者省略の措置について 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 平成１４年４月２６日付け経済産業省令第１５７号及び告示３３３号によるマイクロガ
スタービンに限り、電気出力３００ｋＷ未満までの設備に対し、ボイラー・タービン主任

技術者の選任が除外された。汽力発電設備についても３００ｋＷ未満の場合について、同
様の措置を行って欲しい。 

 

 
 

⑤関 係 法 令 平成１４年４月２６日付け経済産業省令

第１５７号及び告示３３３号 

電気事業法第４３条 
電気事業法施行規則第５２条 

 
 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

 電気事業法施行規則第５２条において、同条中の表に掲げる事業所についてボイラー・
タービン主任技術者の選任を義務づけており、現状では、汽力発電設備については規模に

関わらず選任義務を課しているところ。 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

なし 

 
 

 
 

 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 ご指摘のマイクロガスタービンにおいては、バースト試験等による安全性の確認や製造・販売メーカーに

よる契約上のメンテナンスも確保されている。一方、３００ｋＷ未満の小規模の汽力発電設備については、
国内における運転実績が少なく、バースト等の危険性に係る知見が得られていないため、措置困難。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

原子力安全・保安院  電力安全課 
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【様式】                                    【 経済産業省 】 

①分    野 法務関係 ②意見･要望提出者 （社）石油化学工業会 

③項     目 工場立地法に係わる規制緩和 

④意見・要望等

の内容 

 
 

 

１．工場立地法に定める緑地面積については必要最低限に引き下げる。 

２．生産施設に見合う緑地の確保は、工場が立地されている市町村の等の自治体の範囲内 

 等において広域的に確保すればよいものとする。 
 

 

⑤関 係 法 令 工場立地法第４条 

工場立地法第４条の２ 
 

 

⑥共管 財務省、厚生労働省、農林水産省、

国土交通省、環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

 工場と周辺生活環境との調和を図る観点から、工場敷地面積に対する、生産施設面積（

１０％～４０％）、緑地面積（２０％以上）、環境施設面積（２５％以上）を設定。 

 また、平成９年度の法改正に際し、都道府県等が地域の実状に応じて、国の定める範囲

内で緑地面積率、環境施設面積率を設定でできる制度を導入したところ。 

 

 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

１．工場立地法は昭和４０年代の公害問題の深刻化を背景に、工場立地と周辺生活環境との調和を図ること 

 を目的に昭和４８年に成立。法施行後平成９年までの間に工場の緑地面積率が２倍以上改善しており、本 

 法が工場と周辺生活環境との調和に果たした役割は多方面で評価されてきたところであり、今後とも本法 

 によるレイアウト規制は必要であると考える。 

２．他方、本法が地域の実状に沿った緑地整備の要請等に十分対応していないとの声が産業界等各方面から 

 寄せられるとともに、行政改革委員会規制緩和小委員会、地方分権委員会から同様の指摘がなされていた 

 ことから、これらの要望・指摘等を踏まえ、また、学識経験者・産業人をメンバーとする工業立地及び工 

 業用水審議会での審議を経た上で、本法の改正等必要な措置を講じたところ。 

３．主な法律等改正点としては、①地域の実状に応じた緑地面積率の設定、②共通緑地等を緑地面積にカウ 

 ントできる工業集合地特例の導入、③生産施設面積率の見直し、④生産施設のスクラップ＆ビルドの際の 

 緑地整備等の配慮規定の導入等。 

４．今後とも工場立地法を通じて、工場立地と周辺生活環境との調和の促進に努めてまいりたい。 
 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 

  

経済産業政策局地域経済産業政策課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 関経連、都銀懇話会、リース事業協
会 

③項   目 特定債権法の廃止・見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

(1)特債法の廃止 
(2)当面特債法が残る場合、以下の規制撤廃・緩和 

 ａ.最低販売単位の撤廃 
 ｂ.指定格付機関で格付けを取得した場合における特債法第４条の適用除外 

 ｃ.特定債権等譲受業者の余裕金の運用制限緩和 

 ｄ.特定債権等譲受業者の行為規制（借入の制限）の緩和 
 ｅ.ＡＢＳ・ＡＢＣＰ発行に関する規制の緩和（ＡＢＣＰのバックアップライン義務、マ     

ルチセラー型のＡＢＣＰ禁止、信用補完措置〔５倍１０％規制〕等の通達の緩和） 
 ｆ.特定債権を特定債権等譲受業者から特定事業者へ（再）譲渡する際の公告による対抗

要件の具備 

 ｇ.報告義務の緩和（特定事業者の資金調達・使用の状況についての報告を四半期毎から
年１回に） 

⑤関 係 法 令 特定債権等に係る事業の規制に関する法

律、特定債権等譲受業者及び小口債権販売

業者の許可に関する命令等 

⑥共管 金融庁総務企画局信用課 

   監督局銀行第２課金融会社室 

⑦制度の概要 
 

 

 

 リース・クレジット産業（特定債権等譲受業、小口債権販売業）における資産流動化の
公正かつ円滑な実施、資産流動化商品の投資家の保護を目的として、特定債権の資産譲渡

に係る仕組規制、対抗要件特例制度としての公告制度、特定債権等譲受業者及び小口債権

販売業者の許可、行為規制等を行っている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

「規制改革推進３か年計画」（平成１３年３月３０日閣議決定） 

Ⅲ分野別措置事項 ２金融関係 オその他 
⑩特定債権等に係る事業の規制に関する法律の見直し 

 特定債権等に係る事業の規制に関する法律について、投資家保護の観点も踏まえつつ、
その必要性、在り方を検討する。 

 実施予定時期：平成１３年度検討 

 
 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 
 

 平成１４年度中に検討の上、結論を得、可能なものについて実施。 

 
 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 
 

商務情報政策局 取引信用課 
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【様式】                                 【 経済産業省 】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 地銀協 

③項   目 「バンクカード」でのリボルビング方式および総合方式による割賦購入あっせんの解禁 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 銀行本体発行のクレジットカード（兼キャッシュカード）である「バンクカード」会員
のショッピング利用代金支払方法の一つとして、直ちにリボルビング方式および総合方式

による割賦購入あっせんを可能とする。 
 

 

 

⑤関 係 法 令 割賦販売法 
 

 

⑥共管  

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 現状、銀行本体が発行するクレジットカードについては、リボルビング払いおよび分割

払いの取扱いは不可（銀行子会社等が発行する銀行系クレジットカードについてはいずれ
も可）。 

 割賦販売審議会クレジット産業部会（平成１０年６月）では、銀行によるリボルビング

については、クレジットカード事業への影響等を調査・検討したうえで実現することが適
当とする中間報告がとりまとめられている（総合方式については記載なし）。 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

 銀行に対するリボルビング方式の割賦購入あっせん業者の登録の解禁に関し、金融ビッグ
バンのクレジットカード事業に対する影響等を調査し、検討を行った上で措置する。 

 

 
 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 
 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：        ） 

 

（説明） 
 商品の購入代金等の支払に関して、リボルビング方式又は代金を分割で支払う総合方式の取扱いができる

クレジットカードを発行するためには、割賦販売法（昭和３６年法律第１５９号）に基づき、登録を受ける

ことが必要であるが、銀行本体が発行するクレジットカードについては、既に子会社等でクレジットカード
会社を展開していることや、過去において銀行業務の比重が企業金融に置かれ、リテイル分野への経営資源

の投入が遅れたという経緯もあって、実質的には認められていない。 
 銀行によるリボルビング方式については、既に平成１０年に割賦販売審議会クレジット産業部会におい

て、「金融ビッグバンのクレジットカード事業に対する影響等を調査し、検討を行った上で実現されること

が適当である。」との中間報告がとりまとめられている。 
 また、「規制改革推進３か年計画」においても「銀行に対するリボルビング方式の解禁」として、「調査

し、検討を行った上で措置する」とされ、「検討結果を踏まえ速やかに措置」することとなっている。 
 したがって、「バンクカード」でのリボルビング方式による割賦購入あっせんについては、日本版「金融

ビッグバン」のクレジットカード事業に対する影響等を調査し、検討を行った上で、実現することについて

平成１４年度中に結論を得ることとする。また、総合方式についても早期に調査・検討を開始する。 
（「バンクカード」は地方銀行６４行が取り扱う銀行本体のクレジットカード兼キャッシュカードの共通ブ 

ランド名） 
 

⑩担当局課室等名 
 

商務情報政策局取引信用課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 （社）リース事業協会、（社）関西
経済連合会 

③項   目 「契約成立時交付書面」の廃止 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

商品投資に係る事業の規制に関する法律第１７条に規定する商品投資契約等の成立時の書
面の交付の廃止 

 
 

 

 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する法律
第１７条 

 

⑥共管 金融庁、農林水産省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

商品投資販売業者は、商品投資契約又は商品投資販売契約が成立したときは、顧客に対し、

遅滞なく、当該商品投資契約又は当該商品投資販売契約等の内容及びその履行に関する事
項を記載した書面を交付しなければならない。 

 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

該当なし 

 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）   

 商品ファンドの販売については、平成１０年６月に最低販売単位が撤廃され、一般投資家の購入機会が容
易になり、実際その後のファンドはその大半が個人投資家向けに販売されており、リスク商品の情報開示に

ついて、その重要性・必要性は今後更に高まるものと考えられる。 
 また、当該書面に記載することが義務づけられている事項で、契約成立前交付書面と重複事項があること

に関しては、本書面が契約書の性格を有していることから、契約に際して重要な事項については、再度記載

するように義務づけを行っているものであり、過剰規制とは考えられない。 
 

（参考） 
 同様の書面交付義務については、 

 ・特定債権等に係る事業の規制に関する法律（第５８条：小口債権販売契約等の成立時の書面の交付） 

 ・金融先物取引法（第７１条：成立した取引に係る書面の交付） 
 ・海外商品市場における先物取引の受託等に関する法律（第５条：海外先物契約の締結及び顧客の売買指

示に係る書面の交付） 
 等においても同様の規定が設けられている。 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
 

商務情報政策局商務課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 （社）リース事業協会、（社）関西
経済連合会 

③項   目 主務官庁への届出等の規制緩和 
 

④意見・要望等
の内容 

 

①商品投資販売業許可申請書添付書類の削減（住民票の廃止） 
商品投資に係る事業の規制に関する法律第１０条に規定する商品投資販売業の変更届出の

提出期限の緩和 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する法律

第５条第２項、第１０条 
商品投資販売業者の許可及び監督に関す

る命令第４条第３項 

⑥共管 金融庁、農林水産省 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

①商品投資販売業の許可申請を行う際には、許可申請書に役員及び重要な使用人の住民票

の抄本（外国人である場合には、外国人登録証明書の写し又は外国人登録済証明書）又は
これに代わる書面を添付して提出しなければならない。 

   
②商品投資販売業者は、商号又は名称及び住所、営業所の名称及び所在地、役員の氏名及

び住所及び重要な使用人の氏名及び住所、他に行っている事業の種類、主要株主の商号、

氏名又は名称又は住所、役員の兼職状況に変更があったとき、又はその資本の額若しくは
出資の総額を増加したときは、その日から２週間以内に、その旨を主務大臣に届け出なけ

ればならない。 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

該当なし 
 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

（実施（予定）時期：       ） 

（説明）  

 許可申請に際して、申請者の役員及び重要な使用人の住民票の抄本提出を求めるのは、その者が法第６条
第１項第４号の欠格条件に該当するかを確認するために必要であり、書類の提出を廃止することは困難。 

 なお、現在「国の行政機関等の申請・届出等手続の電子化推進に関するアクション・プラン」等において

平成１５年度実施に向けて住民票の抄本を含めオンラインにより簡便に申請ができるように整備中である。 
 また、法第１０条で届出を規定している事項は、商品投資販売業者としての許可基準に関する事項であり、

変更の内容によっては許可基準から逸脱する場合もあるため、主務大臣が許可業者の状況を把握する必要が
あることから、変更の届出規定を設けているものである。本来であれば、変更があった時点において遅滞な

く提出を求めるべきであるものの、提出書類の作成、必要書類の取得等準備に要する時間を考慮して２週間

以内の届出猶予を法律上設けているものであり、提出期限の延長は困難である。 
 

（参考） 
 住民票の抄本の添付については、 

・投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（第１３６条第４号：投資法人の登録申請書添付書類） 

・債権管理回収業に関する特別措置法施行規則（第３条第３号：許可申請書の添付書類） 
・特定債権等譲渡業者及び小口債権販売業者の許可及び監督に関する命令（第４条：許可申請書の添付書

類） 
・証券会社に関する内閣府令（第５条第４号：登録申請書の添付書類） 

 届出猶予期間については、 

 ・投資信託及び投資法人に関する法律（第１９１条：投資法人の変更の届出） 
 ・金融先物取引法（第６３条：金融先物取引業者の変更の届出） 

 ・債権管理回収業に関する特別措置法（第７条：債権回収会社の変更の届出） 
 ・抵当証券業の規制等に関する法律（第９条：抵当証券業者の変更の届出） 

 ・特定債権等に係る事業の規制に関する法律（第３７条：特定債権等譲受業者の変更の届出） 

 等においても同様の規定が設けられている。 

⑩担当局課室等名 

 

商務情報政策局商務課 

 



 74

【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 （社）リース事業協会、（社）関西
経済連合会 

③項   目 書類の閲覧についての制限 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

商品投資に係る事業の規制に関する法律第２０条に規定する書類の閲覧について、開示対
象者を既契約者に限定する制限を設けるべき。 

 
 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する法律
第２０条 

 
 

⑥共管 金融庁、農林水産省 

⑦制度の概要 
 

 
 

商品投資販売業者は、当該商品投資販売業者の業務及び財産の状況を記載した書類を、営
業所ごとに備え置き、顧客の求めに応じ、閲覧させなければならない。 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 
 

 

該当なし 

 

 
 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 投資家が投資判断を行う上で、既存のファンドの運用成績、販売業者の経営状況を把握することは自己責
任原則を基本とした投資家保護を図る上で重要であり、商品ファンドの大半が個人投資家に販売されている

現状では、情報開示の重要性は今後益々高まるものと思料され、開示対象者を既契約者に限定した場合、契

約を検討している顧客は、投資の是非に関する判断材料が得られなくなる等の投資家保護上問題があるため
措置困難である。 

 なお、商品投資販売業者に閲覧を義務づけている書類には、ファンドの販売先は含まれておらず、全ての
ファンドの運用成績を公開したとしても、特段問題が生じるとは考えられない。 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

商務情報政策局商務課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 （社）リース事業協会、（社）関西
経済連合会 

③項   目 商品ファンド法における「従たる運用」の制限緩和 
 

④意見・要望等
の内容 

 

商品ファンドの従たる部分に不動産を組み込んだ場合は、不動産特定共同事業法の規制が
かからないことをファンド法で規定すべき 

 

⑤ 関 係 法

令  

商品投資に係る事業の規制に関する法律

第２条第２項 
 

⑥共管 金融庁、農林水産省 

⑦制度の概要 

 

 
 

 
 

① 金融商品（信託受益権、譲渡性預金、抵当証券、証券取引法（昭和 23 年法律第 25 号）

第２条に規定する有価証券及び証券先物取引（証券取引法第２条第 17 項に規定する有価

証券先物取引、同条第 18 項に規定する有価証券指数等先物取引、同条第 19 項に規定す
る有価証券オプション取引及び同条第 20 項に規定する外国市場証券先物取引をいう。以

下同じ。）並びに金融先物取引法（昭和 63 年法律第 77 号）第２条第９項に規定する金
融先物取引等をいう。以下同じ。）を投資対象として組み入れる場合には、法第２条第

１項に規定する商品投資により運用する金額が運用財産の総額の二分の一超であること

とする。 
② 金融商品の組入れ割合は、その合計額が運用財産の総額の二分の一未満とし、証券先

物取引及び金融先物取引等の組入れ割合については、その合計額が運用財産の総額の三
分の一以内とする。 

③ 貸付債権は、投資の対象としない。 

(注１)①により、法第２条第１項第１号又は第２号に掲げる商品投資により運用する
金額の合計が、運用財産の総額の三分の一超で、法第２条第１項に規定する商

品投資が運用財産の総額の二分の一以内の場合には、金融商品は組み入れられ
ない。 

(注２) 証券先物取引及び金融先物取引等の金額については、証拠金又はオプション

の対価ベースとし、金融商品の組入れ割合の算定に当たっては、証拠金等に差
し入れた金融商品が含まれる。 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

該当なし 
 

 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 商品投資に係る事業の規制に関する法律と不動産特定共同事業法ではその法目的、規制内容が異なってお
り、商品投資に係る事業の規制に関する法律において、不動産特定共同事業法の規制対象から外すことを規

定することは困難である。 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

商務情報政策局商務課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 金融関係 
 

②意見･要望提出者 （社）リース事業協会、（社）関西
経済連合会 

③項   目 商品投資顧問業者以外への投資一任の禁止についての措置 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

ファンド法では、投資判断の一任契約の相手方として、「商品投資顧問業者または商品フ
ァンド法に相当する外国の法令の規定により当該外国において同種の許可を受けている

者」と規定しているため、ファンド法と同種の許可制度のない国の商品投資顧問業者につ
いては活用することが出来ないことから、何らかの措置を講じるべきである。 

 

⑤関 係 法 令 商品投資に係る事業の規制に関する法律

第２１条 
 

⑥共管 金融庁、農林水産省 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

商品投資販売業者は、出資された財産の全部又は一部を特定商品投資により運用すること
を目的とする商品投資契約の締結等又はその投資収益の分配等を受ける権利の販売等を行

う場合においては、商品投資顧問業者又はこの法律に相当する外国の法令の規定により当
該外国において同種の許可等を受けている者に対してその特定商品投資に係る投資判断を

一任する商品投資契約でなければ、その締結等をし、又はその投資収益の分配等を受ける

権利の販売等をしてはならない。 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：       ） 
 

（説明）  

 商品投資顧問業者は、不特定多数の投資家から集めたファンド資産の一任運用を行うことから、顧問業者

の投資判断が投資家の資産に多大な影響を与えることとなるため、専門的知識・経験を有すると判断される
者にのみ商品投資顧問業者の許可を与え、投資家保護を図っているものである。この趣旨から、海外の顧問

業者にファンド資産の運用を一任する場合においても、ファンド法に相当する外国の法令に基づく同種の許
可等を受けている顧問業者に限定する規定を法律上定めているものであり、これを緩和することは投資家保

護に反する事態を引き起こしかねず、措置困難である。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

 

商務情報政策局商務課 
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【様式】                                   【経 済 産 業 省】 

①分   野 教育・研究関係 
 

②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目 マッチングファンドの創設 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

企業が大学に出す資金に併せて国が資金を出すマッチングファンドを創設することによ
り、産学連携を推進する。 

 

⑤関 係 法 令 なし 

 
 

⑥共管 文部科学省 

⑦制度の概要 
 

 
 

 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

【総合雇用対策のⅠの３．】「［前略］新産業創出に向けた産学官の実用化共同研究支援

等に取り組む（平成１４年度要求）」 
【改革工程表の科学技術・ベンチャー分野Ⅲ(1)①(A) （産学官連携等）】「大学発ベンチ

ャー等の起業を促進するため、［中略］新産業創出に向けた産学官の共同研究の支援等を
行う［後略］」 

⑨対応の状況  
■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：平成１４年４月） 

 

（説明）  

平成１４年度予算において、下記の「大学発事業創出実用化研究開発事業」を創設。 
 

大学発事業創出実用化研究開発事業、大学の研究成果を活用した事業化可能性探索のための研究開発を企業

とＴＬＯ等が連携して行う場合に、企業側が研究資金等を拠出すること、事業化計画を作成すること、ＴＬ
Ｏ等が研究及びその成果の管理を行うこと等を要件として、当該研究開発に必要な経費の一部を助成する。 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

⑩担当局課室等名 

  

産業技術環境局 大学連携推進課 

 
 

 

 

 

 

 



 78

【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 教育・研究関係 
 

②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目 企業と大学の相互理解促進の場構築 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

産学官の対話が様々な場で継続され、目的意識の共有やテーマ設定に向けた継続的な対話
が進むよう、企業と大学の相互理解促進の場を構築すべきである。 

 
 

 

 
 

⑤関 係 法 令  

 

 

⑥共管 内閣府、文部科学省 

⑦制度の概要 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

【改革工程表の科学技術・ベンチャー分野Ⅲ(1)①(A)（地域科学技術の振興）】 
「科学技術」を軸として、【中略】地域における技術開発・研究開発の強化、大学発ベン

チャーの育成、産学官連携のための支援体制の整備、地域産学官連携サミットの開催等の

施策を進める。 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施時期：平成１３年１０月２０日～  ） 

 

（説明）  

 内閣府、経済団体連合会、日本学術会議の主催により、全国レベルで産学官連携に係る対話・交流をする
ことを目的として、平成１３年１１月１９日に東京にて、大学、産業界、国研等のトップが一堂に会する「第

１回産学官連携サミット」を開催。また、平成１４年６月１５，１６日には、京都市にて産学官連携の実務
者が一堂に会する「産学官連携推進会議」を開催予定。 

 地域レベルにおいては、地域の大学、産業界、国研等のトップが一堂に会して、地方ブロック毎に、「地

域産学官連携サミット」を、平成１３年１０月２０日の九州地域から近畿、北海道、中部、東北、中国、沖
縄、四国、関東全国９地域で順次開催。のべ約４，４００名が参加したところ。 

 
 

⑩担当局課室等名 
  

産業技術環境局 大学連携推進課   
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【様式】                                   【経 済 産 業 省】 

①分   野 教育・研究関係 
 

②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項   目 ・産学官連携における知的財産権の扱い 
・産学官連携における明確な契約関係の構築 

 

④意見・要望等

の内容 
 

 

 

 産学官による柔軟かつ明確な契約のため、ⅰ）目標、期限、報告成果物の取扱い、ⅱ）

知的財産権の取扱い（参加企業へのインセンティブを含む）、ⅲ）守秘義務の徹底等を契
約時に明確に取り決めるよう、互恵的な契約のモデルケース等について大学と産業界で協

力して検討する。 

⑤関係法令 民間等との共同研究の取扱いについて 
（学術国際局長、会計課長通知文学助第１

９５号 平成１１年３月３０日） 

⑥共管 文部科学省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 現行の共同研究規程においては、共同研究による研究成果は、公表を原則とするものと

されているところ。 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 
 

 

なし 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 
 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 

（実施（予定）時期：平成１４年４月） 
 

（説明）  

 新たな共同研究規程の実施に向け、文部科学省と共同して作業を進めてきた結果、平成１４年３月２９日

に以下の点を明記した共同研究契約書、受託研究契約書のモデル例を文部科学省から各国立大学に提示する
運びとなった。 

・研究遂行上知り得た秘密情報等に対する守秘義務の明確化 
・研究成果の公表が出来る場合の基準やその手続きの明確化 

・研究経費の取扱い等企業ニーズに応じた契約内容の見直し 等 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

⑩担当局課室等名 
   

産業技術環境局 大学連携推進課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 医療関係 
 

②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項   目 化審法における医薬品中間物に係る規制の見直し 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 海外で製造が認められた医薬品の中間物として新規化学物質を国内で製造する場合で、
当該中間物が海外向けに全量輸出され国内に残留することのない場合は、国内向けの医薬

品中間物と同様に、化審法に基づく届出等の規制を免除する。 
 

 

 

⑤関 係 法 令 化学物質の審査及び製 造等の規制に関す
る法律第３条、第４条、第５条 

化学物質の審査及び製造等の規制に関す

る法律施行令第２条第１項第１号 
 

 

⑥共管 厚生労働省 
環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 
 

 

 新規化学物質を製造し又は輸入しようとする者は、化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律第３条に基づき、あらかじめ、厚生労働大臣、経済産業大臣及び環境大臣に届
け出ることとされており、届出に係る新規化学物質について判定に係る通知を受けた後で

なければ製造、又は輸入してはならないとされている。 
 ただし、施行令第２条に基づき、薬事法第１２条第１項又は第１８条第１項の規定によ

る許可に係る医薬品の中間物の場合には、製造等の届出を要しないこととされている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

該当なし 

 
 

⑨対応の状況  
□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 
 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 化審法第３条の届出を要しない医薬品の中間物については、本法の目的に鑑み、当該新規化学物質が化学
反応を起こさせることにより全量が医薬品又は医薬品の素材となることが担保されている必要があり、あら

かじめ、新規化学物質を製造又は輸入しようとする者に対して、当該化学物質が医薬品となるまでの経路等

の提出を求めている。 
 海外で製造が認められた医薬品の中間物として新規化学物質を国内で製造し、当該中間物が海外向けに全

量輸出される場合についても、国内向けの医薬品中間物と同様に、こうした点が担保されることが必要であ
る。 

 

⑩担当局課室等名 

 

製造産業局化学物質管理課 
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【様式】                                     【経済産業省】 

①分   野 医療関係 
 

②意見･要望提出者 関西経済連合会 

③項   目 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の適用除外に関すること 
 

④意見・要望等
の内容 

 
 

 

 化審法により、新規化学物質を製造するものは所管大臣に届け出て審査を受けなければ
ならないが、試験研究用途の試薬に関しては化審法の適用が除外される。ただし同じ試験

研究用の化学物質であっても海外販売の場合には適用除外されず、届出が必要となる。ボ
ーダレスな開発競争を展開している医薬業界に実態に合わないことに加え、審査に時間が

かかるため海外市場における日本企業の競争力を削ぐ要因となっている。 

 
 

 
 

 

⑤関 係 法 令 化学物質の審査及び製造等の規制に関す

る法律第３条 
 

 

⑥共管 厚生労働省 

環境省 

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 試験研究のため新規化学物質を製造し、又は輸入しようとするとき、又は、試薬（化学

的方法による物質の検出若しくは定量、物質の合成の実験又は物質の物理的特性の測定の
ために使用される化学物質をいう。以下同じ。）として新規化学物質を製造し、又は輸入

しようとするときは、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３条ただし書きの

規定に基づき製造等の届出を要しないこととされている。 
 なお、この場合、「試験研究のため」とは、研究所、大学、学校等における試験、検査、

研究、実験、研究開発等の用にその全量を供するために化学物質を製造し、又は輸入する
ことをいう。 

 

 
 

 
 

⑧計画等にお
け る 記 載 の

状況 

 
 

該当なし。 
 

 

 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■その他 
 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 
 

（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  
 「試験研究のため」又は「試薬として」新規化学物質を製造し、又は輸入する場合には製造等の届出を要

しないこととされており、製造したものを海外販売することも可能となっている。 

 
 

⑩担当局課室等名 
 

製造産業局化学物質管理課化学物質安全室 
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【様式】                                     【経済産業省】 

                                          【特許庁】 

①分   野 医療関係 
 

②意見･要望提出者 社団法人 関西経済連合会 

③項   目 遺伝子関係の特許範囲の明確化 
 

④意見・要望等

の内容 

 
 

 

 ゲノム創薬を円滑に進めるためにも遺伝子特許の範囲を国際的な整合性も視野に入れつ

つ、明確化する必要がある。 

 したがって、遺伝子関係の特許範囲を明確化すべきである。 
 

 
 

⑤関 係 法 令 特許法 
 

 

⑥共管  

⑦制度の概要 

 
 

 

 
 

 特許庁の審査は、特許法に基づいた審査・運用を定めた審査基準にしたがって行われて

おり、遺伝子関連発明の審査については、生物関連発明の審査基準にしたがって行われて
いる。 

 

 
 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の
状況 

 
 

該当なし。 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

⑨対応の状況  

■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 
 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 
 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

 
（実施（予定）時期：       ） 

 

（説明）  

 先端技術分野である遺伝子関連発明については、その技術の発展に合わせ、生物関連発明の審査基準を適
時改訂することにより対応してきており、最近では平成１３年８月に改訂を行った。今後も必要に応じ、適

時改訂を行っていく予定である。 
 また、国際的には、日本、欧州及び米国の特許庁の共同プロジェクトにおいて、遺伝子関連発明の審査基

準の比較研究を行い、国際的な運用の統一を図っている。 

 
 

 
 

 

 

⑩担当局課室等名 
 

特許審査第一部調整課審査基準室 
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